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社 会 主 義 経 済 の 再 生 産 構 造 と 農 業

平 野 線 ) 子

ま え が き .
• i

—— 現 社 会 主 義 経 済 移 行 の モ メ ソ ト と 再 生 産 構 造 の 特 質 -

東 ヨ ー ロ ッ パ の " 第 2 次 大 戦 後 社 会 主 義 経 済 を 成 立 さ せ た 国 々 " は ロ シ ア と 同 様 に ,す べ で い わ  

ゆ る オ ス ト . ゴ ル ぺ の 「再 版 農 奴 制 」 地 域 に ぞ く し " プ ル ジ a ア 民 主 主 義 的 農 業 变 革 が 西 ヨ  一口ッ 

バ 諸 国 の よ う に 完 了 し た 国 ’々 と は 全 く 違 っ て い る こ と を 見 落 し て は な ら な い " （* V — ユン全集』 第 20 

卷 4 3 2頁 ) 諸 条 件 を 有 す る に も 拘 ら ず ， 社 会 主 義 経 済 建 設 な い し ， そ の 実 現 ！̂た 各 社 会 主 義 ぎ 済 の 歴  

史 的 形 態 の 中 で は ， こ の 点 が 未 だ 検 討 さ れ つ く さ れ て い な い よ う に み え る 。 こ の 諸 条 件 は 一 方 で は  

プ ル ジ ヨ ア 革 命 の 完 遂 を ふ く ん だ 人 民 民 主 主 義 革 命 と し て 社 会 主 義 経 済 を 成 立 さ せ "一 部 分 は 封 建  

的 な ， 一 部 分 は ア ジ ア 的 な 中 世 的 な 土 地 関 係 お よ び 土 地 制 度 の 『清 掃 』，， と い う " プ ル ジ 3 ア的ま  

革 ，， （レ ー ニ ン ri905 〜1007年 の 第 一 次 ロ シ ア 革 命 に お け る 社 会 民 主 党 め 農 業 綱 領 J 『レーユン全集』 第 I 3 卷 

274頁）部 分 を ふ ま え て 土 地 私 有 の 社 会 化 を 現 さ せ た （資本主義の下そ ^の 土 地 国 有 に つ い て は 後 述 )。 他 

方 で は ， こ の " 弱 き 環 か ら の 移 行 " t i  " 資 本 主 義 的 に 発 展 し づ つ あ る " が "信 じ ら れ な い は ど に 低  

い 農 業 技 術 の 向 上 が 無 条 件 に 必 要 で あ る " に も 拘 ら ず ， "こ の 技 術 的 変 革 の 參 件 で も る 土 地 所 有 関  

係 の 変 更 " を は ぱ ん で い た 旧 土 地 制 度 の 故 に プ ル ジ 3 ア 的 富 農 層 の 発 展 が 社 会 的 に う べ き 農 業  

生 産 力 の 展 開 を 実 現 さ せ え な い ま ま 社 会 主 義 的 再 生 産 構 造 を 現 実 に 創 出 さ せ た 。 そ し て 今 日 ， 社会 

主 義 経 済 を 歷 史 的 に 実 現 し た す ベ て の 諸 国 —— 特 に ア ジ ア は か 植 民 地 的 ま 配 の 卞 に あ っ た .よ う な  

国 々 一 一 は ， ® 民 経 済 の 形 成 過 程 の 自 立 経 済 の 中 で プ ル ジ ヨ ア 民 主 主 義 的 農 業 変 苹 を 基 盤 と す る 市  

民 革 命 の 確 立 ， 完 了 し た 西 ヨ ー ロ ッ パ 諸 国 の よ う な 国 々 と は " 全 く 違 っ て い る " の で も り ， その 

" 典 通 し た 前 提 ，，の 上 に 社 会 主 義 建 設 が す す め ら れ ,社 会 主 義 経 済 の ぜ 生 座 構 造 が 具 体 的 に 措 走 さ  

れ て い る と す れ ば ， そ の 社 会 i 義 国 の 巧 生 産 構 造 と 農 業 , な い し そ の よ う な " モ デ ル "に お け る 農  

業 生 産 力 構 造 の 特 質 が 明 ら か に さ れ る こ で ， そ の よ う な 具 体 的 な 諸 社 会 主 義 経 済 の 性 格 と そ の 政  

策 的 課 題 が ， 整 理 ♦ 解 明 さ れ ね ぱ な ら な い で あ ろ う 。 こ の i i 点 は ， 戦 後 日 経 済 の 商 雄 と そ の 性 格  

規 定 を め ぐ り 農 地 改 の 評 価 に 関 し て ,义 そ れ を 東 欧 な ら び に 中 国 の 人 民 民 主 羊 義 経 済 成 立 条 仲 と
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し て の 土 地 改 i ¥»：と 関 連 さ せ て 学 界 の 大 き な 論 点 と な っ た こ と は 周 知 の 如 く で あ

そ れ は ， マ ル ク ス k r、措 定 し た 西 ヨ ー ロ ッ パ 諸 国 に お け る 市 民 革 命 を 偷 提 と し た 資 本 主 義 発 展 の シ  

；C 一 マ と そ の 後 に 創 出 さ れ た 現 社 会 主 義 経 ま の メ 力 ズ A と 'そ の 論 理 と は , . . 即 時 的 に 照 ；̂^ さ ^ て 《3 ； 

な ら な い こ と を 意 味 す る . 。 そ の 措 定 の 方 法 論 的 次 元 が 明 ら か に 異 な る こ と が 確 認 さ れ ね ぱ な ら な い  

か ら で あ る 。 し か し " 社 会 主 義 経 済 " に お け る 巧 生 途 構 造 の 軌 道 後 立 後 , 経 済 理 論 の 対 象 と し て の  

r 社 会 主 義 経 濟 J の 措 定 が こ の 2 つ の 方 法 論 的 に 異 な る 次 元 の 同 一 平 面 で の 勉 理 一 一 そ れ は た ま た  

ま 最 初 に ^ ® 社 会 主 義 と し て 社 会 主 義 経 済 を 成 立 さ せ 発 胰 さ せ た ソ ビ ユ ト ロ シ ア の '実 態 を ふ ま え  

ソ ビ ユ ト 当 局 の 政 策 立 案 の 基 盤 と し て 《?；>事 実 確 定 と 理 論 ？i 立 の 要 請 か ら 一 体 化 さ れ る 必 然 性 が あ つ  

すこ:一一 ^ に ま か せ ら れ た ま ま そ れ が 參 遍 化 さ れ , 計 量 的 技 術 的 分 析 に 支 え ら れ て 独 自 の 展 開 に ま ね ら  

れ て き た ？

し : し 第 2 次 大 戦 後 , 社 会 主 義 経 情 へ の 傾 斜 は ま す ま す ひ ろ が り ， ア ジ 7 % ア フ リ カ 諸 ®の よ う  

な， 従 属 国 . 植 民 地 国 で ， 自 立 的 な 資 本 主 義 経 済 の 発 展 g 体 が 不 十 分 な 諸 国 に お い て 社 会 キ 薄 経 済  

建 設 の 課 題 が 現 実 の も の と な り ， ア ジ ア 的 生 産 様 式 論 争 再 燃 の き っ か け と も な っ て き た 。 換 言 す れ  

ぱ， 資 本 主 義 経 済 の 発 展 ま 休 が 社 会 主 義 経 済 を 歴 史 の 中 に 現 実 化 す る 客 観 的 条 件 で あ る が ,そ の 転  

化 の 傾 斜 中 で ， 資 本 主 義 経 済 を 自 国 経 済 の 中 で 十 分 に 成 熟 さ せ る こ と の で き な か っ た 一 切 の 前 資  

.本 主 義 的 発 展 段 階 に あ る 旧 植 民 地 支 配 0 下 に あ っ た 国 々 が ， そ の 中 で 生 産 手 段 の 社 会 化 を 実 現 し ， 

私 的 所 ‘有 の 揚 棄 を 通 じ て 先 進 国 よ り 先 に 社 会 主 義 経 済 の 中 iC 入 る が , こ れ ら の 例 で は ， 旧 家 フ ォ ン  

ド の 蓄 糖 量 の 過 少 ， 工 業 体 系 の 未 成 熟 ， 農 業 生 産 力 構 造 の 後 進 性 な ど ， 極 め て 落 差 の 大 き い "社 会  

主 義 建 ま " と な っ て い る 。

ロ シ ア ，，東 ヨ ロ ー ッ バ 諸 国 が ， 再 版 農 奴 制 と い い ， 辺 地 と い う も ® ヨ ー ロ ッ パ に お け る 資 本 こ ] [ £義  

経 済 展 開 の 影 響 を 色 こ く う け ， と く に 3  — ロ ッ バ 市 場 の 形 成 に 多 か れ 少 な 力 ’、れ か か お .り あ い つ つ 自  

国 の 資 本 主 義 発 展 の 型 を 外 か ら 促 進 も さ れ ま 定 も さ れ て き た の に 対 し て , 今 ひ と つ の 大 き な 社 会 主  

義 経 济 建 設 の 模 型 を 提 起 し て い る ' 中 華 人 民 共 和 国 は ，. " ア ジ ア 的 " で あ る : 以 上 に ， ア ジ ア そ の も の  

で も る こ と か ら ， " ヨ ー ロ ッ パ 資 本 主 義 の 系 譜 を ふ み ， か つ い わ ぱ そ の 延 長 線 上 に ， 生 産 手 段 の 社  

会 化 を 実 現 し ， 社 会 主 義 経 済 を 建 設 し て い る 国 々 " と は 異 な る 物 質 的 ， 社 会 的 諸 条 件 を 内 包 し て い  

る。 そ れ は " 新 民 主 主 義 一 一 人 民 民 主 主 義 草 命 " か ら 成 立 し た 中 P I に お い て ， 「ロ シ ア に お る 資  

本 主 義 の 発 展 J の 中 で レ ー ニ ン の 指 摘 し た 国 内 市 場 形 成 の 仕 方 と 端 的 に か か わ り あ い , そ の 特 質 ゆ  

人 民 公 社 と い う 極 め て ユ ニ ー ク な 生 産 ，分 配 . ‘ 消 費 の i j i 位 と し て 結 実 , 新 た な 間 週 を 提 起 し て い る 。 

現 社 会 主 義 経 済 の 持 つ 歴 史 的 特 質 の 究 明 か ら 逆 に ， 現 社 ▲ 主 義 释 済 の M 論 的 性 格 規 定 に 接 近 し て み  

た い と 者 え る 。

注（1 ) 山111盛 太 郎 編 f变ホ期の地代範縛 J ★き 波 店 。

( 2 ) 拙 稿 r社会主義経済における§1-画化のI湾造と力'法について .J

— 67.(413)

(rSIU学 会 訪 J 67巻 1 号）参腕

K 9

1 I
r 1 
i '4  
I i
i I
\ r l
jT’r

ドI
： i

(： ：i

4
[ ' .'I 
n VI

s I

IJ
bl ,

M

11 
1:1 
I i
; i  

f 1
I

I I

I

r i
I

[ - 1

m
V " I

[l-i

I
I:
Y.



ainM»M ■'IWJLIW ri|»fiiDiiinit̂  l.ygwnr-ipTl.^ "■ "’.in'I'll"■-■S-SHPIH Ijpijjpjl^iiPipwwwwwiwiiLwiiwwiPiinim

■•三田学会雑誌」67卷 6 号• ひ9?怖 6ガ）

, ■ I  士'地国有化’の理論的基礎と農業における

集団的所有および集団的企業形成の位置 ■

( 1 ) 耕地の国有化，公有化の理論的基礎と" 農業におけるプルジョア的進化’’の二つの道 

土地国有化の論理は，周知の如く，生産手段一般の私的所有の揚棄，社会化として，資本の私的 

資本主義的所有の社会化とともに社会主義経済成立の内実を担Nう一般的前提として措定されてきた 

ものではない。 "土地私有の否定をもっとも^ ) を/J：資本主義的発展の要求の実現’’ として，マルク 

ス は r土地所有とその廃止の必耍についてJ (第-ンター総務爱具アップルガースのために書いた覚 

(rマルクス• エンゲルス選集、J 第2巻 515頁）と，「土地国有」（*■同選集』第 11巻 232パ 6 頁参照)におい 

て 提 起 し か つ 『剰余価値学説史J 第 2 巻第 2 部において絶対地代の接J棄の可能性—— "資本主義 

のもとでの土地私有の経済的意義の否定"—— "資本主義経済の下での土地私有の廃止による一般的 

諸条件の変化" を明らかにした。 「資本主義は土地関係の古い形態から自分に適応した形態をみず 

からつくり出すJ。「それはすべての生産諸条件が……それぞれの事情めもとで資本の投下にもっ 

とも有利であるべきように歴史的につくられるということである。だから，そのかぎりで士地所お 

4^/^\；、̂^モ*|>4«13)それは資本—— 借地農寒者—— に自由に経営を行わせる」び資本論』第3巻第2部 

第37章)。ま た 「土地所有は資本主義的生産にとってはまったくよけいなものであり，資本主義的 

生産の目的は，土地が国家のものとなったぱあいに『完全に達成される』J (『剰を価値学説史J 第2卷 

第1部，改造社版邦訳261.頁）ことを明らかにしている。 レーユンはこれを「資本が 1 つの生産部r i 

から他の生産部門へと自由に移動するのを妨げる一切め障壁の除去」，すなわち rマルクスは非資 

ふi l S i f b l rによって拘束され.ている資本主義的農業をとりあげている」び1905〜WO?年の第 

' 1 次ロシナ革命における社会民主党の農業網領J , 『レーニン全免J 第 13卷 P，317, P .3 0 3 )としている。

レーニンは5£に ナ ロ ド ニ キ の " 土地私有の否定は資本主義の否定でもる，，とする考免を批判した。 

「理 論 的 に は （土地〉国有は農業における資本主義の『理想的に』純粋な発展をあらわすものである。 

だが ID有は資本主義の急速な発展の結来であるぱかりでなく， その条件でももる。 国有は;(異業にお 

ける資本主義がきわめて高度に発展したときにだけ可能だったと考えるのは， プルジョア的進歩の， 

i  L X o i l 着を杏定するものだム言ってよい。 なぜなら農業資本主義の高度な発展は，いたる' 

と こ ろ で f 農業生産の社会化 J すなわち社会主義的変ホをすでに日程にのせたからである J  (同 321 

頁) 。 「土地国有化こそはわが ’r i の農業に ‘おけるもっとも急速な資本主義的進歩の条件である J  (同 

3 2 3 K ) が， r プルジきアジ一のはとんど完全な『土地領有者化』はすでに不可避でもる J  (同 3 2 2貝)*  

だ か ら r 国有化のための 2 つの障害ぱ，資本主義の末期にではなく， その初期にだけ，社会主義マら 

注（3 〉 小他基之び資本論J における;h地所有の論理1j 学会雑誌J 6 0 卷 9 号）PP. ,5〜6 ,2 5 ,2 6 参照，

社会主義経済の再生産構造と農業

命の前夜にではなく，プノトジョアょ"it命の時代にだけ除去することができる。® 有は高度に発達した 

參本主義のもとでだけ実現可能だという意見はマルクスの理論の一般的前提とも矛盾する（同322 

真) J (傍点すベて引用者)。 ,

" ロシア農藥における資本主義の発展の必然性"を明らかにした（「口シアにおける資本主義の発展J) 

後で, レ ー ニ ン は ， そ の " I I業におけるプルジg ア的進化の客観的に可能な二つの道，，，"ロシア農 

業における資本主義的発展の不可避性" を前提にした上で「農奴制の残存物J たる地主的支配メカ 

ュズムを温存する地主経営に,よる資本主義的進化ではなく，農民の資本主義的農業企業家への進化 

という方向で，その消減を実現しようとし，その基盤としての r農奴制的巨大土地所右J 解体自体 

とかかわらせて土地国有化 . 公有化の理論的提起をしたのであった。

すなわち，マルクスの資本主義経済のメカニズムと土地国有の課題の， レーこンによる援用は 

r二つの道J 理論の古典的提起が，「一定の諸条件め下で—— すなわち農業における資本主義的発展 

の-^般的方向確認より進んで， ロシT における具体的な歴史的諸条件の究明の上にたって，資本主 

ま的発展の形態及び方法如何が明確化された段廣，そして而も，それは会:

めに先行する‘時期において一なされたということができる」（傍点原文）といわれている（レ ン  

の土地国有論と二つの道に関する前提条件についてゆ大崎平A 郎 *■ソヴ乂ト農業政策史』P. 21〜2 9 参照〉。

(2) 土地所有の社会化と集団的裹業企業の形成に関ナる理論的課題の歴史的設定

社会主義経済の基本的課題は「社会による全生産手段の掌握 J ( F *ュンゲルスr反デ- - • リング論J 

rマルクス，ェシゲルス選集J 第 M 巻下4M〜5 頁) , その結果としての「社会的生産内の無政府状態 J 

の *'計画的 • 意識的な組織」への交替 , 「一定財貨の生産に費せられる社会的労働時間の囲と，こ 

の財貨によりみたされるべき社会的欲望の範囲とのあいだの関連の形成 J ( K .マルクス•■資本 

第2巻，国民文庫版，P .28のによる計画経済の実現という , ことができる。その生産手段の社会化は， 

「プロレタリアートが国家権力を掌握し，生産手段をまず国有に転化させる J ことによって樊現し, 

rプロレタリアートとしての自分自身を楊棄し，いっさいの階級差別と階級対立とを揚棄する J と 

いわれた。 しかし歴史的爲体的条件の下における社会主義経済の実現は，マルクスの"社会主義の 

措定"一 ~■"資本あ義の発展の最高の成果のうえに立って特別^0過渡期なしに資本主義から直接成立 

する" という，資本主義経済の運動法測の抽出，体 系 化 の 結 し て © ^ を 体 制 転 換  

の先躯として内在的に担いながらも， "帝国主義段階における資本生義の矛盾の国際的転化".とし 

てす々れて歴史的個別的な要因の下に，その矛盾の主体的闘争者によって獲得されたものであった，

この過程は，当 然 rプルジP プ的土地国有論J か ら rプロレタリア土地国有論J への転換を導い

68 (4K )

法U ) 上原信博ぴ士地ぎ論J と f二つの道J の論f f i j ,山W感太郎編, 前掲書, 297K, 303貝* 保志询*•地代範後と土地 

I®桐 か 「土地制度史学J 斯 0号。
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(5 )
たが，その論理のすじみちは " プルジ g アジ一にとって士地国有化を実現しうる " 条 件 （前述)の歴 

史的掌揮として一貫していた， " プルジョアジ一が地主と緊密に結びついている " 条件の下での"土 

地の私有の廃止， しかも無償での廃止" に は "一連 <6本命的方策 " による外はないこと，それはも 

はやプルジア民主主義的変革をとえた，経済の全部門の生産手後の私的.資本主義的所有の社会 

化と対応する "全生産手段の国有化 " の一部としての土地の国有化を意味する。 "社▲による全生 

産手段の掌® b の具体的発現としての国有化を意味する。

そして！̂,シアに 191 7年 n 月社会主義革命が成立した。それは次の過程を突現した。

1 . 土地私有権の永久廃止。旧国肴地 , 農民公有地 , 教会所有地，私有地の区別なく焦償没収さ

れ国民の財産となる（1917年 r農民への仮訓令J , i g i ? 年 10月 26 日 r 土 地 宣 言 1918年 7 月 1 6 日 r ソヴ

X ト共和国憲法J , 1919年 2 月 1 9 日 「土地社会化に関する法律J , 1922年 10月 30 日 「全ロシア社会主義連邦

ソヴCC .ト共和国土地法J のいずれにおいても共通するラインで最後にあげた土地法で土地国有が確認宣言され
( 6 )  ‘

た) :一一すなわち土地の国有化という形態における社会化が , プロ政権の下で確立， またそれが 

プロ政権の基盤をも確定したこと。 ‘

2 . 地主貸时地，教会所有地にとどまらず，農民公有地，私有地一般の社会化は , 当ロシア'国 

家権力構造め "装置 " の役割を果していた半封建的土地所有の主体，地主階級の一掃を実現した。 

これは反本命勢力のI f 営に対する基本的征霸を意味する。 更 に 前 述 「農民への訓合 J 段購であゥ 

たじ J、農民及びコサックがその身分に范^じて所有する土地は没収せざるものとす」 とI/;う別項がと 

られ， 1922年 の r土地法」で土地国有化が確認されたことで小士地私有地の再參中による再版地主 

制化への可能性が失われ，土地の社会化が確定レたことで，論点を土地所有の社会化と土地利用 . 

経営の私的形態—— 社会化された土地の上での農民層分解：農業における資本主

義的な道の対抗という社会主義建設途上におけるシア的な新しい ;nつの道 " に移したこと。

3 . ソヴ：n ト政府の趣立：土地所有の社会化の課題の実現は , 当然奥業の社会主義的改造の♦ 題 . 

を同時にふくんでいた。 1919年 2 月 1 4 日 の 「社会主義農業組織に関する命令 J は，15^9年 2 月 1み 

日の前述「土地社会化に関する法# 」と同時に制定されている（「人が自己のために他人を使用する凡 

ての利己的使用を廃止するために,社会主義原則にもとづく i i 業を組織するために' (中略）個人的土地利用の 

形態を處止して级団的土地利用の形態を導入する必要が力) るJ 《同令第3 条》。「ソヴト憲法 J 第35条もまた典 

同的農耕に対して特権を与え，拔助することを規定している)。

しかし問題はむしろ本令の強調する報団農場のソプホーズ， コルホーズ等の共同土地利用の形式 

がどのような "ゆきすぎ " としてあらわれ， それがどのような条仲の下でどのように " ゆキすぎ，，

注（S ) 岡Irt進 シ デ ホ 余 }こおける：!:地国おの展開J (r士地制度史学J 第 40号 P.29〉。
( 6 ) 火崎ザ八郎* * '/ - /X ト農業政策史J P.41以下， m m m k  ^ッ速の土地制度と社会主義疲業j  p .m .
( 7 ) プレオプラジ: ンスギ一の論♦ が，小国の提起した"二つの道" とどう力、かわりあう力、は今後の課® である。★峻ザ 

八郎，前掲UI, P.148以下及びM 4 8 以下の •'赏農ホ喊政策の確謎J , 上岛 武 《•新経済政策の状況と右擬反対派JJ 
(r犬阪奸大論染J 94号 pM 7,57,64の社:.23)‘。

i '
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であったか。それは, 1920年代後半の論争をふまえて， ど0 ような条件の変化と新しい課題が与え
■ 《り 

られたことで，全面的集01化移行を必要としかつ可能とさせるに至ったか，にある。 •

これは一方ですでに農業部門にュンカ-的であれ資本主義的大経営が成立し社会的農産物生産

にウrriイトをしめて主要な農業生産力の担い手であったが，他方，支配的農業経営形態はその旧地

主 • 資本家的農業太経ぎに低貧金労働者を送りこむ半自給的零細，小農民経営でちるという農業構

.造の，社会主義的改造における典塑的理論的シューマを形づぐる。そのような国のュンカー経営は

一般に粗放的で生産力は先進諸国にくらベて低ぐ，そ の "装置"による征貧金水準の故に大経営を

成立させえており，そのような小编営は農奴的遺制からぬけきれない資金め欠乏，技術水準の低位-

教言の未普及による生庫性の " アジア的停滞性，，を内包しセいるから，計画経済実現のための不可

欠の条件，.国民経済の計画的均衡的発展の基盤たる農業生産力構造の変革•農業生まの弾力性をも

った社会的発展を確立するためにも社会主義的に改造されねぱならない農工間の波f t的進展をふ

くみっっ全部こ資本主義経済の典盤的に発展した古典的シエ一マの否定の上措定さ,れた社会主
. (9) ‘ ‘け

義経済のシエーマに対して, キれぱどのようなき史的過渡的課題を担ったか，そしてそれは，今日 

の社会主義経済分析の理論的祝角にどの,ようにかかわりうるか，という課題に直面するのである。

換言すれぱ，農業9 社会主義的改造の客観的条と,社会主義结済の再生産構造における農業の 

地位の検討 ‘ • 確定の要であり， 個別的にソビエトについていえば， "社会主義本源的蓄積 "り論  

理と全面的集団化実現の条件の確定がその1 つである。更に，先に述べたように，土地の国有化と 

土地利用の社会化の "形態的乖離 " は，第一の時点で "農樂における蓄積主体"の驗争を介在させ 

たが, . 第二の大きな論点としては , 土地占有，.利用者として自立した独立採算企業 (経営独占）の国 

営農場ソフォーズ，あるいは集団的農場コルホーズの基本的性格と位置め解明，その®有化された 

土地との関係，いわぱ土地利用の社会主義経资の下における "経済的意義 " ，"土地の合理的利用"

の課題である。国家の土地保有権と占有者の土地利用権は「経済改苹- I過程での "地代 " と ‘'地価" 

の問題としての論争として現社会主義経済の下における "土地国有 " の基本的性格を問V、直す結果

をもたらしていることは， まさにこめ問題の理論的重要性をきしている。

' . ■ , .

( 3 ) ソピエト社会主義経済成立時における東欧諸国の土地改革'東欧諸国の社会主義経済移行時 

の土地改革の課題と集団的所有•集団的企業の浪成

第 1 表は , 東欧諸■ における第 1 次土地改ょねこ関する資料である。‘翁 1 次大戦後, ポーランド，

注（8 ) 大8^乎/ \郎，前揭書, PP:46〜47,16?,1?5. 山本秀夫•■中国士地改 |̂5:の基本路線」前揭書，p.225.
( 9 ) 大崎平八郎*■社会あ義農業における差額地代；M tJ rェコノミアj 第18卷(1961.3), ■
(10) ' 窗親織•■ブオンド有锻制J 厂経济研梵J (1968.1.)。
( 1 1 ) 丸 毛 忍 r ソ速農敷こぉける士地問題め新腰開一 土地国おの意味と役割をめぐって一 J 丸毛忍• 山本秀夫編 

代世界の廣衆問題J P. 267, p. 280.
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チェコスロバキアの独立と民族意識の高揚， ソビュトロシア十月律:命の影響によるハンガリーのソ 

ビェト政権樹立（1 9 1 9 )などの新しい波の中で高まった本新勢力に対して , ォスト•ェルべ地域の地 

第 1 表 唐 1 次大戦後東欧諸国" t*行われた土地改革の基本的性格

国 名 時 期 士 地 改 革 . 法

ル
I
マ ‘

ア

' 旧 主 ‘ 国

プ コ ヴ ’ィ ' ナ1 
トランシルヴァムアI

. ぺ ッ サ ラ ピ ア

1918.12. 5 
1921.7.17 
1921. 7. 23

1918.12. 22

d ニ地改革勒令 

同勒令の改正ニ農榮法 

土地改革法

士地改革法（ただし王®合併後は無効）

チ .ェ コスロヴァ’キア 1919, 4 .16 
1919. 6 .11 
1920.1  30 
1920.4.8

大所有地収用にかんする法律 

同法' # の特別法= 土地局にかんする法律 

土地分配法

収用大所有地の収受，賠償:にかんする法律

ポ r - ，ラ ン ド  

;

1920. 7 .15 
1925.12. 28

土地改举^法 

新土地改革法

プ ル ガ . リ ，ア 1921.5. 5 スタンボリスキー政府勤労者士地所有法

ハ ン . ガ リ 一 1920.12. 7 
1924. 5. 3

士地改革法 

同改正法

国 名

ル

ア

旧 王 国

ベッサラビア 

プコヴィナ

チ；Cコスロヴァキア

ポ ラ ソ ド

プ . ル ガ ア

ン ガ

収 用

彰僻地主（耕地• 採享地. 牧場）
100—500へクタ一ルの保有限度以上

貸 付 地 主 100—200 "

王室，外国人，不在地主參の所有地全部

耕地 1.00へグタールの保有限度以上
0E国と合W後の法雄）

100—250ヘクタールの保有服度以上

農 地 （耕地• 採草地，-ぶどう園）
1 5 0ヘクタールの保有限度以上

一般土地（森林. 池沼をふくむ）
2 5 0 へ ク 一  ル "

(この規定は将来保有限度をこえる
事態がおこったときも適用される）

農村私有地180へク タ ー ル の保有限ほ以上 

都市私有地6 0 へクタ一 ル II

§ 作農 300デ力一ル（30へクタール）の

' 保‘有限鹿以上 

非自作農40—3 0デカール //

1000 a ッホ(約570へクf 一ル）以上の大土地所右 
者JCそ の 15,ン2 0 % を財庫:税として納付させる 
その他の土地は自由買上を原則とし，必要なぱ 
あい政府の先賀権をみとめ， ミ制収用をおとな 
うことがある‘

分 配

右
の
m .
里
に
た
つ

す
る
ま
で

そ
れ

の

過
小
農

無±
地
農
K

で

へクタール

8 へクタ一ル

4 ヘクタール
一 （トランシルヴァニアも同じ）

6一 'lOへ ク タ 一 ル

23ヘクタール（1920.7) 
20ヘクタール（1925.1カ.

般農民が自己および家族，例 
外的に一定料の賃労働者の補助 
によって朝ずドしうるだけの面積 
小所有者には不足面積，

いくらかでも士地をもつ農民

a 6 ha
土 地 を も た な い 農 民 1.7 ha

宇高基輔欧睹国における土地改ホと在を業社会lii義的改造_!♦山III慮太郎編『変本期における地代範綠* 
P.102, p,103よ！h
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主ニ資本家層の根強い半tilま建的性格をもつ支配機構は，西欧带国主義-諸国のロシア卑こ命の波及を恐 

れる吨営をバックにまきかえし挫折させるとすぐ，労働者 • 農民の反地主，資本家闘争から農民 

を土地所有者にすることで分離させようとし，骨ぬきにならた土地改本を奨施したのがこの第1 次 

士地改である。

第 1 次土地改本の基本 '的特徴は， *■再版廣奴制J とユンカー経営のま:配的な東欧事情を背景に .

第 1 表にみるごとく，土地保有限度の高さ，有償貿上げとその価格の高さ，’そしてその土地改革法 

の実施の不十分さ，不 確 定 さ （たとえぱ収用した土地を再び地主に返遺する）からして極めて地主的性 

格が強く，更に換m すれば，その収用の範囲，収用地の分配—— 自作農創設と小作関係の調整はむ 

しろ，大戦後の，条赛欧諸国の，後 進 ら な 資 本 主 義 的 発 ナ み 金 と な っ た と い う こ  

とができる。 これは，同じく第 1 次大戦後において日本の寄生地主制がピークをこえ , 低米価，低 

資金政策の環とじてのメ力ニズムが再編されて§，作 農 創 設 民 経 済 に お け る 剰 余 価 値 の 地 主  

と資本家の配分替え" の段階をむかえたのと对 ]^ ^ ^る。農業生産力を高め , 労働市場を拡大し，国 

内市場を再編し，新しい資本の社会的再生産メカニズムの内まをつくり出すモメントとすることで , 

おくれて資本主義を発展させたため，市民革命期がおそく不完全で，農業部門に半-封建的諸関係が 

残存しているために生ずる生産関係の矛盾（小作争議. 農民運動）と生産力の停滞(小経営方式の下で多 

額の地代を地主に収取される) , ユソ力一経営の下で分与地つきの労働力の低賃金，酷使を通じて工業 

第 2 表、 193 0年代前半[こおける東欧諸国の経營面積と：t 地所有面積対比

ポ 一 ラ ン ド ル一一 ? ニア チエコスロヴァキア プ ル ガ リ ア

単位 ha 経営面積
士 地  
所有面積

経営面積
士 地  
所有面積 経営面積

土 地  
所有面積 経営面積 土 地  

所有®辕

5 h a 以下
%

64.6
%

M .8
%

74.9
%

28.0
%

70.5
：...........%

15.7
%

6 3 .1
%

30.0
5 〜 10 22.5 17.0 17 .1 20.0 15.6 13.9 26, 2 36.9

10 〜 20 9.6 13.8 5 .5 12.0 9 .2 16.0 9. 2 24.3
20 〜 50 2.4 7 .1 1 .7 7 .8 3.7 13.1 1.4 7.2
5 0 以 上 0.9 47.3 0 .8 32.2 1.0 4 1 .3 0 .1 1.6

合 計 100.0 100.0 100, 0 100.0 100.0 100.0 100. 0 100. 0

ハ ン ガ リ 一

10ホルド以下 
(5.7ha)

10ホルド一20ホルド 
(5.7ha-11.4ha)

20ホルドー160ホルド 
(11. 4ha-57ha)

100ホルドー200ホルド 
(57ha-1141ia)

100ホルド以上

%
84.0

9 .8

5.3

0,5

0 .4

%
20.2

M .0

19.4

46.4
•

合 計 100.0 100,0

アルバモアでは，土地の90%は未耕地であり耕地の44%は卸a?倾主教会に20%以上の廣民は土地をもたĴ j：かった。 . 
ア‘ぺ .コ シ キ リ プ r農業改革と農業における社会セ義のiJi設J (エフ，ぺ.コシエリe プ監修）**社会主義逝|!̂：途上の: 

ツバ人liiKポお義諸国J 邦訳 f人民ほ;t 主義国家の機桃と政策J P .1 2 0より，
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ガ リ 一  

. ガ リ ア

計

ラ ン ド  

J ス ロ ヴ ア キ 7  

[ ィ レ チ ュ ァ  

マ ュ ア

チ人

21,090 
2,175 

540

ホ ぃ

チ :C コ ス ，

ヴ ァ キ ア

ノレ 一

ハ  ン

プ ソ レ
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8
 

2
 

1
 

0
 ̂
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%千人

3 も 515 
3,815  

810 
19,646 

9 .035 
6,319  

74,140

24 (1950) 
10 (1960)

18 (1962) 
15 (1950)

44 (1948)
24 (1950) 

8 (1962)
1 1 (1961) 
70 (1951)
25 (1960) 
12 (1950)

(注） D. Warriner, Revolution in Eastern Europe, p .176 のまより作ポ。第2表第3表 と も ‘
宇高基輔•■東欧諸国における'土地改苹と農業の社会主義的改造J .前揭書P .107, 1 0 8 .より作成。
■ ■, ■ ,■ .-， , 、 . . . . .

第 4 表 ’ 長業人口比のめ匕からみf c 西欧 Iこ対する東欧諸国の特質（年次別国別農村人口比率)，

% (年次)

n

% (年次)

m •
% (1970) 現 社 き セ 器 阁 ' % (年こ次）

n
%  (1965)

in
% (1970)

rさ由 学会雑誌J 67卷 6 号 （1他 年 6 月 ）

索 ，3 ま 榮 民 雇 分 解 と 過 剰 人 口 の 増 大 U937年 ）

総 人 口 農 業 人 口

農 村 過 剰 人 ロ

実 数

12

14
6

18 
9 
4 
8 

68 
21 

. 8

デ ン マ 一 ，ク. 
オ ラ ン ダ  

イ ギ リ ス  

フ ラ . ン ス

西 ド イ ッ  

(ド イ ッ ）

イ タ リ ァ  

ス ウ デ ン  

ア メ リ カ  

力 . ナ ダ  

イ ， ン ド  

日 ， 本

オーストラリア

プ ル ガ . リ ア

ハ ン ガ 1) 一

.東 K ィ ッ

ポ ー ラ ン ド

ル ー マ ニ • ア

ソ 連 邦

チ X コ

ス ロ ヴ ァ キ ア

.ァ ニ■ ノく ニ ’ア

中華人民共和国

80* A (1926) 
78 .6 (1934)
50 .8 * (1930)

72. 3* (1921) 
78. 2 * (1930)

34. 2* (1930)

80以上*  (i¥(命前) 
85 (1948)

62.8 *す 45.5 ネネ

58.3 54.3 ネネ

23.5 承ネ 26.3 ネネ

51.6 47‘ 3 ネネ

67.5 ネネ . 59.0 ♦承

50.1 ネネ 43.0 ホ:t；

42.6 ネネ 37.7 ネネ

農 林 番 嚴 林 水 産 統 計 J 1961年 版 〜 1970年 版 ま で 各 冊 か ら 出 所 。 ,
♦ D, Warriner, ibid., p, 20. ル ー マ ユ  プ の 数 字 は . . B .ん  Kappa, CxpoHTejibCTBO couHajiHCTHqecKofi skohomhkh 

B pyMbiHCKoft HapoAHoft pecny6.nHKe, e x p .1 0 . ア ル バ ニ ア の 数 字 は * FI. ManMHxa, cTp. 3 0 . 以 上 于 高 論 ;^ 
•■前 揭 f t i 110頁 ょ り ， ■

* * コ メ コ ン 書 記 局 編 《■経 济 相 互 援 助 会 議 加 盟 ■ 統 計 {p鑑 J 1972 ,モ ス グ ヮ ， 日 本 語 版 1 2 頁 り 算 出 ，

APeoples Republic of Bulgaria State Information Office. "Statistical Pocket Book 1970" Sofia Preaa よ り 算 出 。

部門との相関における資本主義の矛盾を内政激化させること ,等々によって生ずる不可避的な"農業

危機 " への上からの対応形態であった。

館 2 表は , 1930年代前半における東欧諸国の経営而糖と土地所有® 積の相関まャある。宇高教掠

の規定によれば「大まかな倾向としていえぱ 5 h a 以下が貧殿 , ’ 5〜1 0 h a が 農 , 10〜5 0 M 力’、富

農1 5 0 h a 以上が適用されるようである。おおむねこの盛本にしたがって収用対象を設定している J

ということで1 との表でみると，ポ〜ランドでは 64. 6 % が，ルーマユアでは 74. 9 % が，チエコ

スロバキアでは 70‘ ら％が， プルガリアでは 6 3 , 1 % 力’、* ハンガリーでは換算 8 4 % が貧農に入る,

- — 74 (420) ——
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社会主義経済の再生ま構造と農業

これは地主富農化に対する農民P 落層的分解め結果に他ならないので，更に，第 3 表に明らかなよ 

うに経営規模の縮小は土地の喪失となり，脱農業人ロの形成となってあらわれる。第 4 まにみる農 

業人口の比ギの大きさは，分解の進行にもかかわらず,農村に滞窗する労働力の存在をあらわして 

いる。 ま た 「土地改黎が名目だけに終り，ユンカー経営が力、えって強化されたハンガリ-^では両極 

分解が徹底した形でしめられている J 。 「チェコスロバキアでは1930ギに農業労働者は 786, 0 0 0人 

で農村成年人口の4 7 % に達し，ポーランドでは1 ,487, 0 0 0人の無土地農が存在した J (宇高論文前掲 

§100-^07貝)。 更 に 「東欧諸国は人口の過半は農村に居住し農業人口 1 人当りの耕地面清を1930 

~ 3 1年の数字でみると，チ エ ゴ 1 .1 h a , パンガリ一 1 .2 h a , ルーマニア L  0 h a , - ポー9 ンド， プ 

ルガ！）ア が a 9 h a となって平均値でも如何に零細となるかわかる」（前掲書108頁)。地主的大士地 

所有が支配的で， またユソ力一経営の盛なハンガリ一，ポーラソ ドでは,これが農民経営耕地の単 

位を棒度にひき下げ，襄民層のf 層分解の推進による脱舞民化した人々を吸収する労働市場も狭あ 

いなまま， r半農奴制的条件のもとで雇傭労働力使用の強化の可能性をつくりだし，寄生地主的土 

地所有がま配的であったバルカン請国とくにルーマニアにおいては , ）Clj分小作等め丰まオ建制度的形 

態をいフそうつよめることとなったJ (前掲書108頁)。 この土地改革の基本的性格とその限界こそ， 

経済構造自体の特質となマて，後に社会主義経済移行の条件となる第2 次土地改苹を必然的に内包 

していたのである。

これらの生産的諸条件は「ユンヵ- 経営にぉける粗放大穀作農業 j  (ハンガリ- , ポ- ランド)でも 

また，「零細農の粗放的自給型農業J (ルーマユア，プルガリア）でもれば当然のこととして「西欧よ 

り農業の生産性の水準は低いJ (前掲書10 9頁）（本文第8 表 ，第 2 図参照）といわれる。 農業生産性の

第 5 表 主 要 生 16物 生 ま 量 比 較 (1937̂ p)

チ ;Itコ ス ロ

ヴ ァ キ ア ，
ポ ー ラ ン ド

ハ ン ガ リ ー ， ル ー マ  

ニ ア ， プ ル ガ リ ア ， 

ユ ー ゴ ス ラ ヴ ィ ア

石 炭 （100万 ト ン ） 17 36 18

鋼 塊 (100方 ト ン ） 2.3 1‘ 5 1-1, . 、

砂 糖 （1000ト ン ） 680 505 . 231

(注） 世界経済研究所編「人民民主主義め成立と発展J 143ページ。ギュコスロケアキ 

アの.石炭生ま高は, . ヤ，ア . ヨツフ:t 編 rソヴ31ド速邦と資本主義諸国J , 133ペー 

ジにより訂正。

第 6 表 1 人 当 リ 生 ま 置
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チ ;C ス ロ  
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ポ ー ラ ン ド ル 一 -^ ニ マ

dp 次 1937 . 1939 1938 1938

鋭 鉄 115.0 4 5 .1 28.0 - a  7

塊 ■ 159.6 80.6 44 .4 14.0

B . A . K a p p a , c i p . 11.
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示している。農村人口の高比率，すでに述べたような耕地の農民 ‘1 人当りの平均値のぎ細性，農業

生産性の低さ，農産物価格の相対的低位性，ユンカー経営システム下の "分与地つき農ぎ労働者 "

の半封建制と資本制の相関作用の二重の征貧金水準，零細小経営の土地改革不在，地主による高他

代または高徴税による蓄積不能メ力ニズムは , 農村市場を拡大せず，上記の悪循環を決定的に>して

いった。農業生ま性の飛躍的発展を阻んでいるこのメカニズム総体が矛盾をはらみつつ進行する。

いわゆるオスト . ェルべ地城の「再版農奴制J による下からの資本蓄積の不能，半封建的メカ二

ズムによる蓄精の転化がつくり出した東欧各国の国民経済における •■資本主義発展/ の段階を,そ

のベースとしての工業部門にみると工業化の進度0 立ちおくれは大きい(第5.6表)。 1 人当り工業生

産高やみれぱ，最も工業部門の発達していたチェコスロバキアを指標にして， これに最も近いハン

ガリーですら2 分 の 1 以下であり，ル ー マ ニ ア に至っては比較の次元に入らないようにみえる程 ,

重工業の発展におくれをとっている。西欧資本主義め発展に対する資本蓄積，第積集中度，投資度

摸，労働生産性増大のテンポの相違は，西市場としセの東欧の位置づけを必然的にきめるノそし

て西欧と東欧との関係を，そしてその結果，東欧経済の性格を端的に,集中的に示すのが第7 丧の ,

東欧経済の全工業部門投資額中外国資本の割合の大いさである。 この外国資本の相乗支配の下にく

りいれられた各国資本主義の独自的発展への相対的制約と，その後進的条件がもたらす資本主義発

展自体の制約は，国民経済の循環過程にますます影をおとし " ユンカー的ニプルジョア的"側面と

"農村における無権利状態……多くの中世的制度の残存物 " との関速の "二̂面的性格"を强めてい 
(12)

ったといわれる。「オーストリア.ハンガリーにおける支配的民族による他民族抑庄とバルカンへの

進出， そこでのイタリア，セルビア， ロシアとの抬抗とを軸J としてとらえられた f■オーストリ

ア •ハンガリ一帝国主義 J が他方において， " フランス金融的帝国主義からの防御と侵略の政策を

とった" r ドイツ帝■ 主義に従属した」 （レーニン「帝国主義論ノートJ )  メカニズムの存在は , " 第 1
(13)

次大戦後のドイツ独占資本がユンカーに制約されることなく支配する’，か否かは別としてユン力一 

の物質的基礎が存続し，第 1 次土地改本の破線の上を築かれW編された経済構造の矛盾がそこに再 

生産されているかぎり，その延長線上にプルジョア民主主義的変箱 :を契機にした反帝反封，民族自 

決の休制的課題を内包していた。第 2 次大戦後の社会主義経済への移行と，その後の社会主義経済  ̂

建設の中で规定されてきた?!^生座構造の具体的特質は， まさにこの歴史的諸条件に起因するものと 

いわなければならない。人民肖主主義 i'ft命として社会主義経済へ移行した東欧の，現社会主義経济 

の歴史的，具体的内実は，端的には農業におけるく土地の国有ではない染団的所有〉•柴団的企業の 

支配的メ力ニズムとしてあらわれ，農業構造の後進性払拭の努力が，他方エ寒部門の近代的発展促 

進 (世界市場における競♦ 能力—— ハンガリ一）と相俟ウて ■■経済改舉J 政策を担う§^^体の性格を形づく

注( 1 2 )熊 谷 男 箸 r ドイッ帝主義論 J P.34 ‘
( 1 3 ) 1}1ドイツ史学会におけるドイッ独占グル* プ(111の対抗についての論争におけるクチンスキーの所説，同上P.43.

— 77(423) 一
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低 さ . 農ま物格の相対的低位 , 工業生産の後進性（第 5 , 6 表）はいかなる結果を生ずるかは自明 

のことである（次章参照)。

第 4 表でみるように 193()年前後にチ : コだけが農村人口を50 % をわっており，その他の東欧諸 

国は資本主義発展の後進性 , 工業化の進度において，農村人口 5. 7 % の英国と'まさに対比的様相を

第 7 表東欧諸国における先進諸外国資本投資比率

国 別 プルガリア ル — マ ニ ア' ノ、ン ガリ一 ポ ー ラ ン ド
チ れ コスロ 

バキア

年 次
ドイッ占領
直 前

第 2 次大戦 
直 前

1937年 1939年前 1941年

全工業投資中 
外資の％

48. 7
• %

80
%

. 4 0
%

76以上
%

19 (重要エ 
業の30) %

K ィ ッ 10.5 •0 .3 6 12 61.6

イ ク リ T 、 15.7 2.9 4 — , 5.1

イ ギ リ ス . -- 19. 9 20 10 19. 7

ア メ リ カ 12.6 10. 5 10 37 4 ‘

フ ラ ン ス — 16.3 16 20 0 .8

ス イ ス 3 7 .1 '-- 15 — 5 .1

オ ラ ン ダ — 0.5 _  . ----- 2. 7
ぺ ル . ギ — 10, 4 6. 5 ----- — 1.1

そ の 他 — t m  16.1
チ ェ コ ス U  Q  

ヴアキア - ^ 一 一

1 *■人民民主主義の成立と発展』P-199.世界経済研究所編！■東欧諸国における経清再建J P. 26〜27. «■人民民 

主主義国家の機構と政策J P .7 7 .その他に分放して举示されている数字をあつめて作成したもの。

2 主耍国の数字だけだから，100。/。にはならない。

第 8 表私的小経営と集® 的，国営企業Iこおける小麦l h a 当リ収量比紋（単位キンタル）

1930〜 34乎均

社
会
主
義
経
済
移
行

I960年 1965年 1968年 1970 年

チェコスロノくキア

i

、麦 私 的 経 営

小 麦 全 農 場 平 均

小 麦 国 営 農 場

，，先進農集協同組合 
( 自留地を除く）

. " そ の 他 の 農 場

15. 9J ンタル
キンタル

123. 3② 1

キンタル

24. 2②

キンタル

31.0®  
29. 6②  

32. 0②  

27. 0②

ニ ル

ポ ー ラ ン ド

ハ ， ン ガ リ 一  

ル ’ 一 マ ニ ァ

プ ル ガ リ ァ

11.7®  
13. 0® 
8. 9① 

11.6®
，

\

イ ギ リ ス  

ド イ ッ 

ア メ リ カ

フ ラ ン ス

122. 3① 1
21 .5 ①

, . 9 ③ 

m 4 ③

■ ’

① D. Warrincr, ibid., p. 9 9 ,宇路論文*■前揭， j  100貝より。 ② CzoehortovaWa, **StatiaUcal Abstract 
1971," Orbia Praque, 1972. 76頁より。 ③ ソ 、％ プ. ト聯邦科学アカデミァ世界経済世界政治®f究所『世界 

経済恐慌史J 1848〜1935キらエ ー . ヴァルガ總胺修* 永住道雄訳，第18ま及び第24まより算M5。 
m欧社会主義農業企業の1960<«ドイ;^階で1930イド段階の先進イギリスと漸く同じに流されたい*

— 7 6 ( 4 2 2 )一一：

m

I

!
I
I
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1
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、 1
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；：i
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第 9 表 第 2 次大戟後(こおける東欧諸国の社会主義経済成立への過程とその指標

チェコスロヴァキア

1 9 4 5 .5 .1 9 .ドイッ人，ハンガリ一人* 反逆;mこぞくする一切の工業金業• 銀行，保險会社0 国 

家管理にかんする布告。1900の工業企業. 厳行等の無爐没収。

1945.10. 2 4 . 大工業. 金融機関の国有イ匕に力、んする布告(46.1.1.実施) , 全鉱業. 兵殺弾薬:！：場 

，ガス，電気等公共用動力工業。従業員300—600人 （ばあいにより150人) 以上のm 
輕エ業のはとんど全部。銀行 . 保険会社の全部。 ‘
1946年4 月 1 日。国有企業比率。従業員数で61%。生磨能力で70%。1947年末完了。

1946 .10 .28 .国民経済後興発展2 力年計iiDiに力、んする法mの公布。（47.1.1.実施）

1948.4.28. 50人以上の労働者の就業する工業，卸商業の®有化と外国贸息の国家独占K：かんす 

る法律の公布。

ポ 一 ラ ン ド

1 9 4 6 .1 .3 .基本的国民経済部門の国家所有べの移行にかんする法律。ドイッ人，戦犯♦プァシ 

ストの全企業無愤没収。採鉱洽企全企業，他は1 交代50人)义Jbの全企藥（あるいは生 

産能力によ‘ )。連輪，金融の全機関の有償買上。工業部門の国有化部分(協組をふ< 
i s ) 従来員数で4 0 % ,生産高で91.2%となる。 ’ 、 

1 9 4 6 .9 .1 .国R 経済復與発展3 力年計画採択(47.1‘ 1 .より〉 、

プ ル ガ リ ァ

解放後まも)i  く，' 旧国営企業接収。独併資本• ファシスト，板犯らの金業は無償没収，その他は 
有償（3分利附国倩）で買上ノ採廣の87。ん採鉱の32。ん IS気7 3 % .連輪，金融機関 

0 7 3 % .通信，発霜所全部国有化。1946年の工業の社会主義部分は生ま?ミの30®ん . 
1 9 4 7 . 国民経済復興発展2 力年計画採択（47.4 .1 .より〉

1947.12.23..工業. 炭歡 . 鉱山のS 有イ匕にがんする法傅。1947.12. 2 5 .銀行菜のま有化と?5組織 

にかんする法律.
1 9 4 8 .3 .5 .都市大tiisfe .病院 . 公共施設の国有化にかんるる法律。

ハ ン ガ リ 一

1945.12. 2 0 .石油産業国有化法。

1 9 4 6 . 6 .発電量2000万]KWH以上の発電所の国有化。

1946.11.28.鉄ぽ業. 一部機械工業（霜気，i|I擁，造船) 国有化法(12.1.樊施）

1947.7.3. ? 大後行® 有化法（即日実施）

1947.年夏. 国有化部分，ね金 * 鉱山業の74. 3 % ,機械工業の58. 2 % ,電力の22.9 % ,繊翁tC業 

の1 .7 % ,食品工業の18. 5 % ,イ匕学工業の.13.9% 。

1 9 4 7 .8 .1 .国民経済復興発展3 力年計画実施。

1947,1 2 . 4 .大銀行国有化にかんする法律。

1 9 4 8 .4 .2 9 .若干の工業企:業のIS有化にかんする法律。

1 9 4 9 . 1 2 .個々の工業および運輪企業の国有イ匕にかんする人民共和国粋部会令。

' ル ー ^ マ ニ ア W46.12. 2 0 .ルーマニア銀行国お化法1 一 航怖奴は=1 ； i 
1 9 4 7 . 5 . 部™: ! :架管理局組織法 t 。も的国も化レととまる。短期経済r'IfLIなし。

ア ル バ ニ ア 1 9 4 5 .1 .1 3 .国有化法, 160の企業をもつ92の株式会社国有化。短期経済計画なし

宇高論文前掲書 119頁。 , ；

ゥていることを忘れてはならない。

第 2 次大戦後東欧において成立してき^ 社会主義経済の過程は第9 表にみられる。政治過程並び

にその成立の性格媒定，評価を普略して，農業のネ:t 会主義的改造とそれと密接不可分の工業部門，

流通部 l"jの7?編成との関速に問題をしぼる。 1 9 4 5年から 4 8 年の間にはぽ生産-すけ免の国有化が始ま

り完成する（第 9-ま)。ナチスドイツの占領， ソビエト軍の占領，その解放—— という特辣事情がそ

れぞれの国に日本では想像もマかない程の傷あとなり， 刻印なりを残しているものの， またその
. , ■ ‘ 

"特殊事情" を媒介としてこそ , ’東欧-^带が社会主義経済に移行したにしても，社会主義経済の成立

自m も m 2 次大戦後のソピエト占鎮という軍，的 ♦政治的条件から単純にひき出せないそれまで

の歴史的事情に根本的に由来すること，第 1 次大戦後の高揚と挫折の第1 次士地改の性格がすで

に社会主義経済移行の航斜とその様式を规定していた .ととを十分に考えるべきである。
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■ r三m学会雑誌J 67巻 6 号 （1974年6 月）

第 1 0表は， 第 2 次大戦後に行われた土地改革の内容である。 ドイッ人所有， ファシスト所有地 

の無償没収と50 h a を保有限度とする地主貸付地の無償または有償買上げによる農民への有償分配 

をその特徴とする。 50 h a を貸付地主成立限度と措定して， それを保有限度として実施したのは地 

主制解体の意向が明確であり，前述の第 1 次土地改革と根本的に異なる。 しかし，半對建的地:的 

土地所有の廃止と，農業における " 自ら半封建的土地所有參として，その経済外強制め下に，農業 

労働者を低賈金で雇傭しうることで , 資本家的経営者たりえたユンカー" の容認は,前孝を前提と 

して後者が成立しているという関係にあるために，土地改革がたとえ条文として資付地主，地主的 

士地所有の廃止を行っヤも , " 直接生産者による生産手段の直接的所有 " である，従って農業にお 

ける資本家的経営の成立を矣仲づける（地代の消滅によって）"過渡的形態"のかの分割地的所有の歴 

史的意義を果す農民的土地所有をそこに実現するよりは， まさに .レーユンの指後した"ブルジョァ 

的進化の二つの道，，の，上からの道 , 地 i 的農業資本家にとふての，農業における資本主義発展の 

ための， "清掃された道 " （「国有化. 公有化_ !に前述の理餘的措定をふくめfc) が用意されることになる 

(農民層の全面的下向分解と落層化. 国際的には競争力をもたない農業企業化)。

換言すれぱ， 中国で、も 1952年 の 「中華人民土地改法」の役割について言 '及されたように，反 

帝反^^の，階級的矛盾よりも民族的矛盾が優先するような人民民主主義苹命の過程でプルジョァ民 

主主義舉命の完遂が社会主義経済成立の先駆的前提となる，その決定的条件として士地改举:が実施 

された時，その士地改本において半封建的，そして賀弁的メ力ニズムの支柱として役立たせた貸付 

地主的土地所イf 制度が法制的に鹿止されたとすれば，次のような 2 つの可能性のいずれを実現する 

かを全くふくんでいない。

この! ^ 階で士地改系法案が，革新的で貸付地主的土地所有を根本的に廃止しようとする内容を.も 

っているにも拘ら :T , それが现実に実施されるなら，それはユンカーを支えていた一切の基盤の否 

定，すなわち休制変草を意味する。 しかし，農民への土地のW分配を実現しても，それは農業の社 

会主義的改造を意味しはしない。それどころ力、「土地改の直接的結果は多数の中小農民経営の創 

出であった。『貧 農 （プロレタリァと举プロレタリァ）は非常に多くの場合中農になりかわった』。そし 

て農民経営は圧倒的多数をとってみるならぱ小商品経営である』。 しかもこの『小生産は資本主 

義とプルジ 3 ァジ一とをたえず毎日，毎時:間，自然発生的にしかも大量に生みだしているJU (レーニ 

ン)。 その士地改がレナべての土地を国有化するとしてさえ，それが農業資本のための道を"清掃 

する，，役割を演じうることも，前述の如くレーユンの指摘した如くである。資金零細な分散した小 

経営と，それに規定された技桐体系をでることのできない農民大衆は，元地主でま)った富農の資本 

主義的発展に対抗しえず， またその中で土地喪失，土地後中一 版地生的土地所有の形成と体制 

逆転の可能性が与えられる。だから， この段階の課題は"農業におけるプルジ3 ァ的進化のヒつの 

道 " ではなく， "廣業における資本主義的な道と社会主義的な道，，のニP の道一における農業の

80(426)—
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社会主義的改造の選択でなけれぱならない（本文P. 70 ,. 注 7 参照)。

換言■すれぱ， 西 3 — 口ツバの， " とうの昔に農業におけるプルジg ア民主主義的変の課題を果 

してしまった国々" とこれらのオスト，エルべ地城の国々とは， レーニンがくりかえしキき摘したよ 

うに同-^視してはならないのみならず，更に小経営方式によって規定された農業技術体系の脱皮が 

"アメリカ型かプロシア堕" かによってあらそわれる段階（注 1 , 3 ) , 家族労作的小経営に代って,農 

業における資本主義的経営の形成が不可避的となったときに，それが農民自体によって担われうる 

現実的基盤の上で農業部門における蓄積主体，農業生産力の主要な担い手になりうるか否かに争点 

が与えられていた段階における， "旧農業生産力構造を想制していた農奴制の遣物たる地主的土地 

所有" の解体—— が，その国の廣業における資本主義的発展のナとめの道の清掃の最も純化した形態 

として土地国有化と結びつけて理論展開しえた時期（前述の「1905〜7 年の社会民主党の農業綱領J) 

とはRJP確に異なる。, 帝国主義的支配の支柱として社会主義経済成立の内在的契機の1 つであった地 

主貸付池の解体が国営農場の創設を傅いながらも農民への土地の再分配ニ庄倒的多数の i ；i i す 

民を創出i •'る土地改革，徹底的な農業におけるプルジョア民主主義的変苹の実瑰の缸しであるが故 

に，その土地改革を実現しえた労農体制は，そこで同時に,その創設された農民による土地の小私 

有を, その土地利用，経営形態の社会化 , . 集® 化による社会主義的組織化を通じて社会化，集団化 

すべき必然性をもっていた。農民によるそめ耕作地，農用地所有権の獲得は，本来的に•は資本主義

的経営を展望する上向化と，再 び そ れ を 失 っ て 労 働 力 の 服 壳 者 化 あ る 嚴 化 し て ゆ く 下 向 化  

の分岐点に立つに至ったことのみを意味する。 この時点で社会主義的展開を彼 . ! 選択するか，拒 

否するかこそ, . 最も具体的な階級闘争の発現となるが，その時の農民層の構成は，第 4 表に少し早 

い数字をかかげておいたように農民の8 0 % 以上が専業経営可能限界線（lO h a ,前述) 以下の:^細農 

家，とくに7 h a ないし 5 h a 以下の農民であった。彼等にとっては，再分配された iJf地，農用地をも

第 11表 フ b シスIこおける蔑業経營規模構成の変動 ,

' 経 営 数 経 営 面 積 （農用地）

19.55 年 1963 年 1967 年 1963-67 1963 年 1967 年 1963〜 67

^looof % % . ^looof % 増減率 fooohf) % iooh?) % 増減率

lOOhJi以上 

100〜50ha 
50〜20ha 
20〜 lOha 
10 〜5 ha 
5 〜 2 ha 
2 ha以下

20.2
75.0

377.1 
536. 2 
476. 7
416.2 
383.7

0.8 
3. 3

16.5
23.5 
20.9 
18. 2 
16.8

20.6 
77.1 

363. 0 
472.6 
375. 8 
303.1 
285.9

1.1
4.1

19.1 
24； 9
19.8
15.9
15.1

24. 2 
85.1 

372.1 
413. 3 
307.5 
274. 4 
240. 3

1.4
4,9

21.7
24.1
17.9
16,0
14.0

+  17.2% 
+  10.5 
+  2.5 
-12 , 5 
一18. 2 
一18. 4 
一 31.2

3, 269. 8 
5 ,143. 4 

10, 931.9 
6,784.5 
2,779- 7 
1 ,018. 7 

304. 9

10,8
17.0
36. 2 
22.4 
9.2 
3,4 
1.0

3 ,862. 6 
5 ,663. 6 

11,270. 2 
5 ,965, 2 
2,262.6 

832.1 
245. 4

12,8
18.8
37.5
19.8
7.5

2,8
0,8

+  18.1% 

+  10.1 
+  a  1 
- 1 2 .1 
-1 8 .6  
- i a 3  
-3 4 .4

合 計 2 ,285.1 100 1,899.1 100 1 ,716. 9 .100 - 1 1 .0 30, 232. 9 100 30.102,1 100 一 0.4

"Statiatiquo agricole, 1969’’, ’「フランスj 
り比率算出した。
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ってしても, 決して資本家的大媒模経営化の展望を現実的に有していないことが， 自明のものとし 

てあった。 ここに，資本主義休制を選ぶか，社会主義体制を選ぶかの，いわばキャスティングボ-  

ドをもちえた人口の5 0 % 以上を占める農民の大部分が，集団化政饿をすすめる労農政権を支持す 

る現実的基盤があった。 これはまさしく中国で非常に力点をおかれた農業部門の中での富農，富裕 

中農層と大半の零細廣との問の階級闘争 - — " 資本主義的発展か社会主義的発展かのヒつの道"の 

闘争の場に他ならない。

第 1 1表は， 典型的先進資本ま義国フランスの， 第 2 次大戦後における農民層構成の時系列比較 

であるが , 比率算出の結果 , 1955年で全農民の 55. 9 % が 10 h a 以下の專業経営不能層でもる事実 

をふまえて r100 h a 以上層は耕種部門， 50 h a 以下は養畜部門の比重が高い資本主義的性格を有し 

ている。 50 h a 以下の経営はほとんど例外なく家族労働力を根幹とする経営ガ、， ァランスの全経営 

商積の 7 0 % を占める。 lO h a以下の規模は，兼業や老齢，隠退者などの家計補充的もしくは自給的 

な経営の比重が高く，今日すでに農業経営としての実体を備えていないものが多い J (律"^英 夫 「フ 

ランス農業問題と小農J 『現代世界の農業問題J 丸毛忍，山本秀夫編，P - 5 1 )といわれている。 すなわち実 

質的な農業生産力の担い手は， フランスにおいては50 h a 以上層でもることが， はとんど減少しな 

い農用地の , 占有移動によってもみとることができる。後に示すフランスの面積当り収量の大暇墙 

大 （第 2 図）を支えるのは， この 50 h a 以上の富農層なのでもる。 72% の庞大な落層化してゆく過小 

な農民経営を伴いつつ，規模が大きい程増大の幅を大きくして経営数を確実に増大してゆく大規摸 

経営システムこそ，資本主義経済における農業構造の典型的モデルとみることができる。

第 12表西ドイツにおける簾業経营規模構成のま動

営 \
規 \  

摸 \

経 営 数
j 経営面積 (農用地） (lOOOha)

1949年 1お8年 ^ 1949〜 1968 1949年 196 明  i 1949 
〜 1968

実 数 % 実 数 % 増 減 実 数 % m 数 % 堆 減

20ha以上 128,001 6.6 403,842 11.7 +  33,365 も604 34.1 . 5,501 42.8 +  897

20〜 lOha 256, 284 13.2 343,017 20.8 +  29,691 3, 541 26.3 も073 31.7 +  532

10 〜 5 ha 403, 842 20.8 263,909 19.1 - 1 3 9 ,933 2,859 21-2 1,920 14- 9 - 939

5 ha以下 1,151,477 59.4 665,576 48.4 — 485,901 2,483 18.4 1,336 10.6 -1,117

計 1,939,604 100 1,376,825 100 -5 6 2 ,778 13,487 100 12,864 100 一 623

政下の四ドイツ摸業代世界の廣業問題J (丸毛忍，山木秀夫編）P. 8 2 より比傘算出。

第 12 m t , 同じく西ドイツ 'の農民層構造の変化を示す。 1949ザ段階 r東欧でまだ，業集団化の進展 

していない時点）で , 富農傾斜と考えうる2 0 h a以上層は僅かに6 , 6 % ,農用地 34 .1% , 尊業経営限界 

の 1 0 h a〜 20 h a が13. 2 % , 1 0 h a 以下が 8 2 % を占める。ッごれに对して， 1968 年段階では 2 0 h a以上 

経営が 1 1 .7 % , 1 0 Im〜2 0 h a が 20. 8 % と増大し，上向化が明確に示されている。—力 1Q h a以下は

82(428) - 一

5 6方の零細経営の脱農化をふくみ,下向化が目立っている。そしてその両格分解の軸は,専業経営 

成立限界線である10 ha。農業生産力担、手 は r20 h a 以上経営の平均媒摸1949年 - ^ 36 ha, 1968
(14)

年—— 3 4 h a jというところであろう（後揭第1 図参照)。 とこにも資本主義経済の下における農業構

造での法則貫徹を如実にみとることができる。 これが，先に東欧と区別される， とした西欧資本あ

義経済のT における農業生産力構造の特質である。
' *

それに対して，東ド イ ッ （ドィッ民主共和国）では， I949年に農用地の5. 1 % しか社会化されてい 

なかったが, 1 9 5 2年から社会主義農業企業の組織化は企業数で1 ,9 0 6 ,組合員数で37, 0 0 0人 農 川  

地で 218, 000 h a になり， 1955年には社会化された農用地27* 3%  (内国有耕地4. 4%), I 9 6 0年には 

92. 5 % (内国有耕地6 .3% ) , 1972年には 94. 4 % (内国有挑Hk 7 .1 % )までに達した。その時点で国営農場 

数 5 0 0 ,農業協同組合数7, 5 7 5 ,園芸生協3 3 4 ,農業協同組合数905, 509人，農業協同組合農用地面 

積 5, 405, lOOha(総農用地の86. A%)に達した。これに対応して，1955年に私的農業 ! ^ 営者は 1,028, 900 

人 （全雇用者の12. 6% )であったものが， 1972年には 8, 7 0 0人 洞 0 :1 % )まで減少して，社会主義的 

農業協同組合企業が農業における支配的企業形態となった。すでにフランス，西ドイッの項で指摘 

したh a 当り小麦収量比較（第 2 図，次享第2 節）で東ドイッの農業生産力を担うものも， またとの農 

業協同組合企業ということになる。

* 資料出所 ニ "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic, 1973" published by the 

State Central Administration for Statistics—Staatsverlag der Deutschen Demokratischen Republik 

Berlin 1973, translated by INTERTEXT—Fremdsprachendienst der D. D. R.

東 a  — 口ッパにおける農民層分解の進展は激しく，前節でかかげた第2 表にすでに示したよう ,に, 

1930年代前半において，10 h a (専業農家経営服界線) 以下の農家は，ポーラン ドで全農業経営の8 7 .1%, 

ル一 マニアで 9 2 % ,チェコスロバキアで 8 6 .1 % , プル'ガリアで 89. 3 % ,ハンガリ 一 で 93. 8% の多 

きに達していた。それに対して富農経営（資本主義的経営）確立層とし 't； 5 0 h a 以上層はポニラ ソ ド 

で 0 .9 %  (全農地の4 7 .3 % ) ,ルーマニアで 0 .8 %  (同 3 2 .2 % ) ,チェコで 1 .0%  (同4 1 .3 % ) ,プルガリ 

アで0 .1 %  (同1 . 6 % ) ,ハンガリーで0 .4 %  (同46. 4 % ) ,すなわち農民の8 割は : # 業経常線以下で， 

農地の4 0 % は農民の 1 % 前後の富農 (地主富農）によって占められていたことが確認されていた。そ 

してこのような状況の中で，農民への土地W分配を徹底的に施しうる政策主体は , こ の " 8 割の農 

民" と労働者政権であり , それ故にまた士地分配が , 同時に土地利用の社会化を通じて±地所有の 

社会化に通じる方向をとらなければ，ぜび土地の集-中化 ♦ 零細経営のW生 遮 •廣業生産力の停滞を 

内蔵した，第 1 次土地改ホのカリカチュアとなるととは明であゥた。農業集 I3H匕は，資本:!だ接体 

制力、社会主義体制かという政治的な体制選択に対するその答えであると同時に， "廣業の工業化，， 

農藥生産力構造の変 :【Yi * 社会主義的fH ii経済の均衡的発展を可能ならしめる新しい農業生産力

法( 1 4 )松 利 明 「グリーン‘ プラン農政下のj/gドイツ農業J む3A代111:界の農業II腿 』前揭W, p.82.,

—— S3(429) ——  ，
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次享の社会主義セクタ一のポーランドの項でも明らかなように，東欧中ぬきAiで、て梟業部門の染

回化がすすめられていないポーランドの農民層構成の7ま 化 を み る 20 h a 以上層0 増大が注目き

れ る が （第 15表)，5 0 h a 以下では，すでに述べたように，資本主義的大経営の成立は困難で， ここ
. ( 1 6 )

に阪本捕彦教授の小経営と集団的経営にかかわる理論的課題が伏在することはいうまでもない。

土地の国有化の下に経営独占として措定されたソビュトのy フォーズ， コルホーズ（共fc別々の問 

題点を有することは前に述べた）に対して，土地の集面的所 ’有 ‘ 集0 的経営となる歴史的理由が明らか 

になった今，その基本的性格と展望は，そのまま現存する社会主義経済の基本的性格分析》*^とつな 

がるであろう。 * 1 6表で東欧各S 農業部門において I9 6 0年以後基本的役割をもつに至った社会主 

義農業企業の位置を示した。一寛表の中に集団的所有 • 保0 的企業りウェイトがみえる。 ‘

1̂ ®

お:会主義経済の再生産構造と農業 

第 15表ポーランドにおける階層別私的小農民経禁数の変化

1960年 1970年*  、

20ha以上 34. 5チP 0. 9 。ふ 36. 9か 1‘ 1%
.20~-15ha 66.6 1.9 77.4 2. 3
15 〜101m 283. 6 7.9 296. 0 8. 5
10 〜 5 ha 937.7 26.1 886.3 26.0
5 〜 .2 ha. 1 ,091.9 30.4 967.5 28. 5
2 ha以下 1,177.6 32.8 1 ,141.2 33.6

合 計 3 ,591.9 100 3 ,398.1 100

. IM所： Poczhik Statystyczny, Warszawa, 1968, 1973.阪本捕ま[社会主義と廣業j r農業終;済j|f资j 
第45卷第4 号 （1974. 3〉p. 158,第 1まより作成。

* 1970年紘耕地のうも社会化された割合は16.6%,その主な経営形態は廣営廣場でもり，のこり 
の84.4%は農民経営ということになる。 ’

会的裹業生産力の担い手は，社会主義企業の農業協同組合にることが知られる。 1970年段階では 

私経営の農用地は1 割をきり，国営セクタ一が29. 7 % まで占めるようになクた.(ネーゴの農業部門
. • (15)

の私的セクタ一の庄倒的ウュイト（第 14表）はュ一ゴ計画経済と物価対策に大きな障害を与えてし、る）。

第 U 表ユーゴ(こおける土地の個人的保有の割合とその構成

ユ 一 ゴ ス ラ ビ ア 全 農 場 社会的保有 個人的保有

保 有 地 100% ,0.1% -99,9%

m 業 労 '働 力 ,100 3.9 9 6 .1

社 会 的 M 業 生 産 物 100 29.7 70.3

認 足 m 買 額 100 46.9 53 .1

ト ラ ク タ - 100 46.8 57. 2

飼 料 100 8.5 91.5

耕 作 可 能 地 100 24,7 85.3

社会化された機械で耕作.された士地 100 77.0 0,03

(原90 196がP典榮センサス資料. 川所は"Statistical Pocket Book of Yugoslavia 1972’’ 
by Pedoml Instituto for Statistics. Beograd.

8 4 (430)

注( 1 5 )拙稿欧社会主義経济における（■経济改ホJ 政饿の-Ay盤J n (研究ノート）「与印学会雑tfcj 66卷6号劇 

( 1 6 )阪木捕參J■社余生義経济と農業J , 木文103頁参照。

( 1 ? ) 名岛修三「策欧人民民主i 義ホ命一 一 その階級的木K規定をめぐゥて—— J (r横浪商火論集J 第7卷?(U 5チ）参照，

85(431)

h i m * .M

第 1 3表チェコスロバキアIこおける農場数，農用地の疲化

—— 私的小農民経営の社会化過程——

チ..ェコ ス ロ バ .キア 1 9 5 6 .1 2 .1 5 .調 查 1 9 7 0 . 1 . 1 .調 查

m 場 f
海数

同ン%
農 用 地  
(lOOOha)

同
%

農 場 数  
, 個数

Ih)
%

農 用 地  
(lOOOha)

同
%

国 営 セ ク タ 一  

農業協同組合セクタ一 

(社会的セクタ一合計） 

組 合 員 自 留 地  

私 的 農 民 経 営

13,859, 
8,104 

(21,963) 
259, 296 

1,306,688* 100

1,234 
2,115 

(3, 349) 
133 

3, 463*

17.1
29. 3 

(46. 4) 
1.8 

48.0

36,904 
6,339 

(43, 243) 
650,638 
812,300 100

2/093 
3,964 

(6,057) 
287 
634

29. 7 
56. 2 

(85. 9) 
4 .1 
9.0

私的  

- 農 民 内 < 

経営

2ha以下 

2 〜5ha 
5 〜10ha 
10〜15ha 

. 15ha以上

825,073 
255,491 
162,198 
49,368 
14,558

63 .1 
19.6 
12.4 
3.8 
1 .1

558 
- 875 

1,152 
604 
274

271 
7,216

7.7 
12.1 
16.0
8.4
3.8

621,975
、 キキ

1 190,325

76.6

23.4

158
* *

1 4 .

2. 2 

6.8

共 ま 地 

合 計

2, 777 
1,590,724.

3. 8 
100

1,962 
77, 216

70 
7,048

1.0
100

Czechoslovakia "Statistical Abstract 1971" ibid.
»1956/ず-欄の私廣民経営と農用地の欄は共有地をふくんだ合計となって、、たので訂正した 

林原注 ’ 0. 5ha以上2ha以下の廣場

:田学会雑誌J 67卷 6 号 （197怖 6 月）

桃造の# :立のための不可欠の条仲を提出する害であった。東欧諸®における資本主義的工業発展の 

遅 滞 ，蓄糖の過 /)、を社会主義経済建設の中で揚棄し力、つ農業部門にも生産財を提供しうる条件が 

えられる以上，農業部門においても，粗放的ユンカー経営+ 資金過小分散 ’J、経営システムを揚棄 

して，農産物の社会的生ま組織をつくり上げねぱならないということで、もった。農業生産性の向上 

発展の可能性はA '倉，i f c # モ、ら ミ ，ふ ; きの'組織伴でる農業協向組合に委託される。

チェコスロバキアにおいて，第 1 3表のように， 1956年段階で農地の 4 8 % がまだ私的経営カあっ 

'たが，その経営数のうち95. \ % が 10 h a 以下という庄倒的比率は， 他方 46. 4 % の社会化された農 

地 と の 1 .8 % は農協組合員の自窗池）め比率と対応してもはや 1 95 6年段階において , チェコの，社

,
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旧学会雑誌J 67卷 6 号 （19ァ怖 6 j j )

第 16表社会化された地割合，社会的経営数と国营農場，廣業協同組合の比較一覧表

\
社会化
された 社会^ ^ |れ1 |用地 の 突 数 i 織 さ れ た農業

ト7 クタ一台数 l h a 当り収i,l:

\ \
謝 觸
m 旧営農業企業 農業協 

同組合 国営廣場農業協同 
組合 園営廣摄協同組合

mm 国営農場 同お1合 
農場

国営 
M 場

\ % 紘数 11営農 
場 ft，場 (lOOOiia) (lOOOha) 《突数） (yj数》、》台教

ダ15馬力換、 
1算台教J ( U Z )

プ ル ガ リ-ア
1960 98.8

%
10.0

% 
6. 6

% 
79. 9 — _ 67 932 2931 35646 19. 2

1965 99. 4 — — — 292 3050 104 920 5764 55404 20.5

1970 99. 6 21 .3 15. 5 68.0 436 2706 156 744 10297 74484 2 4 .1

1971 99. 6 — — — 437 2662 149 725 11022 76425 25.0

ハ ン ガ リ一 
1960 77. 8 19.0 12 .1 48. 6 634 2713 、 3'33 4724 12143 33023 25.9

1965. 97 .1 - — — — 632 3257 214 3750 16738 70373 26.5

1970 97 .1 15.3 12. 8 67.6 602 3209 180 2805 20790 85914 3 0 .1

1971 97.2 — — — 626 3369 183 2725 21061 89325 36.9

ドイツ民主共农]11 
1960 92.4 8. 0 6. 2 72.8 2697 ’ 669 19648 一 96240 -—

1965 93.9 — — — 299 2898 572 15546 11974 103ら79 30. 2

1970 94.2 8 .1 6. 5 78.2 269 3559 511 9777 ■ — 一 28. 2

1971 94.3 — — — 304 3609 500 9216 — ~~~ 33.2

ポ ー ラ ン ド  
1960 13 .1 11.5 11.2 1 .1 1702 178 5734 1978 35948 2341 15.0

1965 15.2 — — — 1865 156 6515 1251 63017 4597 19. 2

1970 16. 6 14.4 14.0 1.2 2002 181 5374 1096 88478 7865 20. 2

1971 17.0 — . — 2053 191 5256 1061 94060 8685 25.0

ノ レ 一 マ ニ ア
1960 81.9 29.4 11.8 50. 2 1284 6800 560 4887 23674 90128 17.5

1965 91.4 — — - 1581 6800 721 4680 40974 100281 26,5

1970 91.0 30.0 14.0 5 4 .1 1545 6318 370 4626 53016 128621 25.8

1971 90.7 一
— ■一 1637 6545 200 4601 55938 139027 29.8

ソ 連 邦
1960 100 42. 2 37.4 56. 4 67208 3397 7375 4494 750776 74578 10.0
1965 100 — . ■一 — 89062 3022 11681 3691 1324553 123003 6.7
1970 100 61.0 56.4 37. 5 91748 3002 14994 3356 1838369 146358 13. 5
1971 100 一 — — 94417 3006 15504 3275 1943625 153210 12.9

チェコスロバキア
1960 99. 9 20.3 15.5 6 2 .1 788 3397 365 10816 15987 74578 2 1 .3
1965 100 — — — • 785 3.022 329 6704 39005 123003 19. 5
1970 100 29.4 .20. 2 55. 7 1016 3002 336 6270 45106 146358 24.4

1971 100 — — — 1023 3006 326 587 46887 153210 29.6

ユーゴスラビア 社会化
された
耕地

社会的農商物割合農粟経常数の割合 トラクタ一台数 労 働 力

(1971) 耕 地 ， 
割合

け, 会 
的経常

内私的 
経営

社会的経- 
営

私的経常
社会的経. 
當

私め経常
社会的所 
お

私的所有
社 ザ J 私め

m i t
14.7% 23. 5% 14. 7% 8. 9% 29. n% 70.3% 0.7% 99.3% 39.2% 60. 8% 3.8% 96.2%

-1-W
5100.喪数

(lOOOha)(lOOOha)(iCKWha)
1484

dOOOha)
898

(mil.d)
9508

(mii.d)
22499 1925 2599552 29153 39046 (千人y 

202
HJ 所 ： "CTa7HC.T»MiecKHH E>KeroAHHK OTpaii-^ljieiioB CoBera SKOHOMtweCKoii. B3a»MonoMoinH'’72" 「経济 

冗援助会議加]HIISI統；riザ鑑J 1972ィ̂^1木語版各項11ょり袖川。ユーゴの項のみ"StaUfltkl Pocket Book，，，Beogmd, 1972.

^{432)

社会主義経済のぽ生産構造と農業

m 社会主義的再生産軌道の確立と農業生産力構造の構成

(1) 社会主義セク夕一の確立と圉営セク夕一のクェイト

東欧における社会主義経资への移行は，前享第 9 表の如く第 2 次大戦直後，士地改本と生幹ま業 , 

銀行の国有化によって確立した。 チ :t コスロバキアでは， すでに 1946年 4 月に国有企業比率生産 

能力で70% , 1947年末完了，ポーランドでは1946年 1 月初めに生産高で 9 1 .2 % 国有化した。 プ 

ルガリアでは1947年末に工業， 鉱山， 銀行業の国有化と I ? 組織が確立した。ハンガリーではェネ 

ルギ一 ， 鉄鋼業，銀行業の国有化が4 5 年以降すすみ，49,年に人民共和国幹部会令がだされた。

「人民民主主義革命 J による社会主義経済建設過程でもたれる， 社会主義権力の下での国営， 協

同組合'セクターを軸とした私的セクターの併誤期は，おおむね，前者が圧倒的ウ：t イトをもつに至

づて新しい段階に入ることになるが，その時期，すなわち東欧における社会主的再生産軌道確立

期は 1960年前後と考えてよいであろう。第 1 ?表はその状況を示している。

工業生産，流通小売売上高からみるとすべての国々で社会主義的セクタ一が圧倒的であり, 本表

におけるポーランド，また別表によるユーゴスラビアをおけば， これら東欧諸国め国民経済におけ

る基本的性格は生産手段（生産固定ファンド，農用地:1, 流通手段の社会化がはぽ完了したことから

みることができる。その結果として工業生産物，農業生途物の社会的生産，小売売上高の割合，そ

して国民所得め比重が9 0 % 台をこえたウェイトは確認されなければならない。理論的に社会主義
(18)

経済の成立は生産部門の社会化を基盤とするが，山下竜三氏の卓越した指摘が示すように，未だ分 

散した中小経営が社会的生産の大きなウェイトを占めているような，後 ;E 的な経済# T造をもつ国民 

経済の社会31義^ 済への移行の現実的課題としては，むしろ流通過程の社会化が，主幹産業の社会 

化と並んで早< 実現される。すべての国の小売売上高はいち早く  9 0 % 台をこえた（工業が最も発達， 

免中，集積の著しい束ドイツは，逆に生産性固定ファンドの社会化のチンポが他項目にくらぺて早い）, ポ一 

ランドが他のバー卜に比して小売売上高と工業生産がとびぬけて早，く 9 0 % 台をこえることで， 生 

産性1SI定プアンド，国民所得の割合が相対的に低く，なかんずく耕地， したがって農業生産物の社 

会主義セクタ一によるものの比率が減法低い事情にもかかわらず，ネ会主義経済を推持していける 

のも，小売段階における社会主義Tけ場の確立と物価体系の計画的掌握が政策的に保持されている力、 

らで* >ろう。

社会主義セクタ一のウ :Cイトの問題を就業者別にみると，第18まの如 ,くである。国によって比較 

年次が多少巢なるが，本ドイツ， ソ速，チ :t コスロバキアでは，労働者職員が 8 0 % 以上を占abて，

注ひ8) 山下? 三，金融制度研究会箸f■中国の金融制度』P .119以下。

8 7 ( 4 3 3 ) -
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第 17表 ま 欧 各 国 Iこおける社会主義セク夕一の比重（各項目総額を100%とする）

国民所得
%
生産性固定
フ ァ ン ド%

工業生述 
%

農業生達 
%
耕地面積

%
小売売上 
高 ％ 備 : 者

プ ル ガ リ T
1952* 8 4 .1 —— 98.2 62. 8 59.0 99.4

、 1956* 89.4 95.3 97.7 79,0 8 1 .4 99. 5
I960 99.5 99.6 99.1 99.1 98.8 99.9
1965 99.7 99.8 99.5 99.7 99.4 99.9
1970 99.7 99.9 99.6 99.8 99.6 99.9
1971 99. 8 99.9 99.7 99.8 99.6 99.9

ハ ン ガ リ 一 ，

’ 1960 9 1 .0 91.9 97.3 76.8 77. 8 98.8
1965 97‘ 0 99.4 98. B 96. 7 9 7 .1 9 9 .1
1970 9 8 .1 99.0 99.0 96.8 9 7 .1 99. 2
1971 98.0 99. 0 9 9 .1 96. 9 97. 2 99. 2

ドィッ民主共和国

* *  5 .7  
**27. 3

社会化された耕地の内
1950
,1955

国営農場
%

農業協同組合
%

1960 84.9 93.2 84,2 86. 8 92.4 77.4 6. 3 84.4
1965 86.0 94.4 85. 7 89. 5 93. 9 7 8 .1 6 .7 85.9
1970 85.5 9 5 .1 85.3 91.7 94. 2 80.7 7 .0 86.0
1971 85.6 95.4 85.2 92.4 94. 3 81.5 7 .1 86.4
1972* * *9 も 4 7 .1 86.4

ホ°一 ラ ン ド

1960 72.4 76.4 97.0 10. 8 1 3 .1 97： 4
1965 77.5 79.9 97.7 12.4 15. 2 98.7
1970 82.7 8 3 .1 97.9 14. 3 16.6 98.8
1971 . 83.4 83.4 98.3 15.6 17.0 98.9

ル ー マ ニ ア

1960 83. 3 86.7 98,7 64.6 81 .9 99.9
1965 96.3 96.3 99. 7 90.9 91.4 100.0 ! ，

1970 96.8 98； 0 99.9 90-0 91.0 100.0
1971 96. 6 98.9 99.9 90.2 90.7 100. 0 ' ，

ソ 連
1960 99.99 99.99 100 99.9 100 100
1965 99. 99 99. 99 100 99. 95 100 100
1970 100 100 100 100 100 100
1971 100 100 100 100 100 100

チ ; 31 ロバキア

1960 98.5 99.5 100 90.5 88.0 99.9
1965 99. 2 99.6 100 94.6 90. 0 100
1970 99 .1 99.4 100 9 5 .1 90 .0 100
1971 99. 2 98. 7 100 9 5 ,1 9 1 .1 100

*  W所： Peoples Republic of Bulgaria, "Statistical Pocket Book 1970" ibid. Safla Press.より作成。

** "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 1973**, State Central Administration for Statistics, 
Berlin 1973. «
他はすべてコメコン极;记局編『條-済相冗援助会議加Si国統計イ鑑J (以下 rコメコン統鑑 J と略称）1972前出より作 

成。

88(434)

社会主義経済の两生産構造と農業 

第 1 8ま 国 別 社 ‘会階眉別人ロ構成の変化（％) (社会主義セクタ一のクエイト2)

総 人 口

0ん

労 働 者  

職 員 ％

各®廣業協同 
組合加入の農 
民爭工業協同 
組合加入HiA

傳人経営農民 
協同組合非加 
入の手工業者 
•職人

自由業者 そ の 他

プルガリア

1 9 5 6 .1 2 .1 100 43.9 37.0 18.1 0.2 0.8
1 9 6 5 .1 2 .1 100 58.8 39.7 1,3 0 .1 0.1

メ、ンガリー

1965初期 100 72.8 24.3 2.4 0.5
1971初期 100 75.5 21.0 3 .1 0.4

ドイツ民主共和IS
1955 100 .78. 4 2.4 . 1 6 . 5 2. 2
1964.12. 31 100 80. 2 11.5 8.3
1972 100 87.0 10.1 1.8 0.9

ポーランド

1950.12. 3 100 47.7 1.9 44.2 0.2 4,0
1960.12, 6 100 53.5 2,7 35.8 1.6 6.4
1970.12. 8 . • ,100 61.3 3.0 25.8 0.9 9.2

ルーマニア , ■

1956. 2, 21 100 37. 0 8.3 53.7 1.0
1966. 3.31 100 52.2 40.9 6 .1 0.8 _

ソ 連 \ , ，

1 9 5 9 .1 .15 ,1 0 0 68.3 31.4 0.3 . . 一 — _し

1971末 100 80.7 19. 3 0 一 . —

チ コ ス ロ バ キ ア

1950. 3 . 1 100 72:8 0 * * *2 4 .1 — 3.1
1 9 6 1 .3 .1 100 84.2 11.9 3.8 0.1 —
1 9 7 1 末 100 88.1 9,4 2.4 . 0 .1 —

出所ニ メコン諸国統計年鑑J 1972す:度，前出。

*  "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 1973", Berlin, ibid.
林資本家  3.1% の実数は 317,600 人， "Statistical Abstract 1971" Prague 1972, ibid.
林*内小奥民 20.3%は実数2,510,000人, 生産流通自営!̂ 者3. 8 % は 378,000人であった，出所林に同じ。

工業化の進度 , 社会化の進展の"先進的指標" （後述）となっている（たとえぱ私的経営の減少一>協 

同組合加A 農民の増加ー~»•その減少一一労働者，職員の増加。 プルガリア， ルーマニアは協同組合農民の増加 

段階まで。ポ一ランドが甚だスローチンポのそれであり， 25 .8 % 個人農民，職人のウ: イトは大きいが，ル'■- 

マニアはi956年に53. 7 % ももり，チズコでも24.1；̂1 9 5 0年にもったことも忘れてはならない，そのような段 

隅に東欧社会主義があるということである)。

(2) 社会主義的再生摩軌道の確立と廣エ間パランス

律20表 は 19604P (社会主義セクタ一の支配的になった時点）を 1 0 0 とした東欧諸国の経済発展に関す

—— 89 t o )
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第 1 図社会主義経済諸国における工業生産指摆

指数

220

200

•180

160

140'

120

100

A一 ル ー マ ニ ア 人民共和国 

プルガリア人民共和国

ターポーランド人民典和国

一ゴスラビア社会主義速#i5其和S

チェッ.コスロパキア社会主義共和国 
ドイツ民主共和国(束ドイッ） 
ハシがリア人民共和国

1963 1965-. 1967 1969 .1971

'"Czechoslovakia Statistical Abstract 1971".
by Federal Office of Statistics, Orbis, Prague 1972, p .126 より作成。

. t

第 1 9 表 工 業 生 産 指 標 の 変 化

(1963 年 ニ 100)

90(456)

る諸指標である。第 1 因に明らかように，ルーマニアとプルガリアが工業生産高において発展が著 

しく，特にルーマユアの生産財ざil産は指数としては 4 . 3 倍にもなって，今後の発展テンポが注目さ 

れる。ルーマニアは，基本建設投資の増大一一^生産性固定ファンドの増大一 >社会的総生産の増大 

— >公共運手段による輸送 t i の増大一" ^ 小売商品流通額の増大 • 貿易輸出，輸入額の増大と統 

して大幅の増加を示し .国民所得も当然のことながら最も増大している。 しかし国民1 人当り主要 

工業生産高比較でみると，むしろ高いのは，当然のことながをチェコスロバキア，東ドイツ， ソビ 

ユトであって，電力でルーマニアの1 . 5 倍，鋼 で 2 倍， 石 炭 で 1 0倍 , 金属切削機械，乗 用 で 4 

倍を示しおなじ位なのは化学肥料，セメントなど，工業化の指標としてとられる粗材消費1 人当 

り鍋では， チェコが 2 倍， 東ドイツが 1 . 6 倍， ソビェトが1 . 4 倍を示して， その逆にひらかれた 

距離を明確に示している。 また第 4 表の如く，農村人口比率もルーマニアは 1971年段階でもっど 

も高く，部門別労働力配分では 46. 6%  (1971年）が農業部門と最も高い。これは国民所得中農業部 

I Iが 2 0 % をこえている比率と照応する。 1960年 に 3 0 % をこえていたものが20% のはじめにとど 

まるというパターンは， プルガリアとルーマニアだけであるが，それはまさにこの二つが，工業生 

i 指数の増大が最も高い国々であるからで , 1960年に農村人口  65% をこえていた農業国の意速な 

工業化の故の，指数上の高増大である。

東欧では最も工業が発達していた東ドイツの農村人口は 2 6 % , チユコが 3 7 % , 国民所得では東 

ドイツが農業所得10. 7 % , チ :C コ が 同 じ く 1 0 .6 % であって，工業生産発展指数の順位と対照的で 

ある力';,すでに示した第4 表の如く， 西欧先進国に比べると未だ本きい（これに対してポーランドの 

農業所得比も10. 7 % ,1 9 6 0年からのチンポは，はとんど東ドイツにひとIA 、が，ポ一ランドの農業構造はすで 

にふれたように特異なので，別に取り极う）。

束ドイツを除くすべての東欧諸国が I 9 6 0年という社会主義経済の冉生産軌道が確立したかにみ 

える年でも農村人ロが5 0 % を こ え （チ :I；コは東ドイツとの中間) ，特にルー '^  ニア，ポーランド， プ 

ルガリアは労働力配分に3 0 % 代 を 1971年段階で割っていないこと（ソ連とハンガリ一が25% 前後で 

あることはそれぞれ理由がある）, 生産性固定フアンドにおいて工業部門では確実にふえているのに， 

農業部門では余り変化がないこ^1が共通している（農業固定プァンドの高さおよび相対的比率にっいては 

次節)。 そして， 19 7 1年次における総生産額， 国民 1 人当り主要工業生産高比較（第 21ま）でもソ 

速を除き西欧諸国より少ないが， 1 9 6 0年から 7 0 年にかけての 1 0 年間における増大のテンポは， 

相対的にかなり高い点でも共適している。 プルガリア，ルーマニアのように，前述の如く起点にお 

いて基数の小さいものは, 電力，銅，化学肥料の如き部門では特に著しく， 1971年時点で，租材消 

費1 人当り，k g でみる工業化の 1 指標では未だバラツキがあるものの,.各工業部の発展は今後の 

テンポの増大を示すと共に，第22表にまとめた経済拓展にみる農工問における i i 業の位置が急激に 

変化してゆくであろうことは明らかである。 数年の中に，農業所得が 2 0 % 台にあるプルガリア ,

-~ - 9 1 { 4 3 7 ) —

mmm

I

i

1965年 1966年 1967年 1968年 1969年 1970年

社
チユコスロバキア社会主義共和国 112 120 129 136 144 154
プルガリア人民共和国 127 143 162 181 199 218

会 ユーゴスラビア社会主義速邦共和国 125 131 130 138 154 169

1
経
恪

ハンガ })一人民共.和旧 111 118 125 131 135 144
ドィッ民主主義共和国 112 119 127 134 144 153
.ポーランド人民共和国 118 128 140 152 * 163 178

圏
ルーマユア人民共和国 129 143 163 185 200 226

ソビ エ ト社会主義共和国述邦 117 127 139 151 162 175

ペルギ一 109 111 112 120 132 139

資
フ ランス 109 116 120 125 - 142 152
イタリー 107 119 128 136 140 149

本 ドィッ連邦共和国 114 116 114 127 144 153

生 ，オランダ 116 123 129 143 160 175

義
ォーストリア 112 117 117 127 141 153
イギリス 111 112 112 120 123 124

経 スウ；ix—デ ン ' 119 123 126 134 144 158

済 ノルウ*一 115 122 127 132 138 145

m
日 本 120 136 162 190 222 258
カナダ 119 128 130 137 144 147
アメリカ合条 1国 115 126 127 133 139 135

1
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ルーマユアが1 0 % 代となり， 労働力配分も， この中での先進タイプ東ドイツ， チェコの 10% 代へ 

の妬斜をつよめてゆくでもろう。 しかし , 東ドイツ， チェコ， ハンガリ -^のような， より医)際.的 

分業進蘇型と， ソビェトめような広ぃ領域，資源，工業化水準の結合のま位を有する社会主義国と 

は， この過程においてヴアリ .アンチが明確にみられるだろうし , ますこ,その結合メカニズム自体が 

資本主義的農工各部門の発展法則の綜合メ力ニズムとぼ異なゥた展開をするであろう方向が，特に 

在目されるべきであろう。 それは，国民経済発展の内部のメ力ニズムの関係においてのみならず , 

開かれた世界市場—— 社会主義市場， コメコン加盟諸国相互間の関係のみならず , 資本主義市場，

第さ世‘界の諧国をふくめた—— とのかかわりにおいてでもあるとと力';,この現時点におけるこれら 

東欧諸国の， .一*国社会主義の下に展開したソピユト経済と異なるところで， それはまた， アジアに 

おける中国社会主義経済の今日的課題も共通するところである。 各生産部門内の生産性の増大とそ 

の計画指標が , 生産部門相互間の関係とどうかかわりあうか , というメカニズム力ぐ， 国際的条件の ,

第 2 1 表 国 民 1 人当リ主要工業生産高比較

主 耍 工 業 生 産 物 1 人 当 り 生 産 高 粗材消費 
1 人当り

電 力 右炭 網
金属切削 
機械■1 —

トラク 乗 用 車
トラッ夕化学肥料化学繊維 セメント m *

，(キロワツ

.ト時） (kg) (kg)
(1万 

人当ウ台〉
(1万人当 
り台）

(1万人当 
り台） (kg) (kg) (kg) (kg)

プ . ル ガ リ ア

1960年 592
(1965)

1,053 32.2 4 .0
(1965)

15.8 202
1971年 2,462 952 228 17.1 5.5 13.3 52.9 3 ,3 455 —

ハ シ ガ リ 一

1960年 783 1,266 189' か8 2.7 2 .5 10.2 0 .4 157
1971年 1,445 1,194 300 15.4 1.6 3 .0 53.2 1.0 262 298

ドイツ民主共和国

1960年 2,338 も233 213 24.4 2.6 4 4 .1 126 9 .0 292
1 9 n年 も 072 も853 314 11.5 3.7 9 3 .1 ’ 189 12.4 497 518

ポ 一 ラ ン ド て

1960年- 987 3,830 225 7.6 2.9 10.8 16,1 2 .8 222
1 9 n年 2,133 5,411 389 10.1 13.3 40.0 54.5 4 .6 399 356

ル ー マ ニ ア ■ ' ■

1960年 416 197 98 2.4 9. 3 5. 2 3.9 0 .2 166
1971年 1,926 440 333 7.4 14.9 30.8 .52. 4 4 .7 417 317

ソ 連 邦

1960年 1,364 1,737 305 7.3 10.8 23.4 15.3 1.0 212

1971年 3, 266 1,807 492 8.5 18. 5 44.'6 59. 9 2.8 409 454
チ ェ コ ス ロ バ キ ア

1960年ニ 1,791 3, 563 496 22 .1 ■ 23.8 53.1 21,0 4.6. 370

1971年 3, 279
(1965)
も383 837 27.5 15,1 121 51.6 7；6 552 611

メコン書記同線*■コメコ.ン諸国統計年鑑J 1972年度前出P.110以下♦
資料 rUN統i博鑑 J 1971年，総理府統計局編f国際統g|‘耍覽1973̂  p.103 .尚粗材消費1人当り# 3(kg)は1人当り工業 

生産高と並んで:C業化の1指標たりうるもので，他にキューバ4 6 ,中国2 8 ,ユーゴスラビア167に対してイギリス458, 
フラシス4 5 7 ,西ドイツ658, U.S.A. 6 2 0 ,カナダ524, IH本676となっている.

93(439)

，'，'リ，1

m m r n

CO lo in
CO c£> i >
t-<  rH  r - <

CO t>- lO
CO l O  COrH rH t~I

0 0  CO  m  LO <T>
T-l <N

め
g

s

s

9
9
1

O oo cn <o CO m
f-H CvJ <NI

§

 

9
6

の

m

t-H 00 CD CD a> a> 
t-H c s j  o i

0 * ^ 1 0  O) r-i lO r-H 00 CO

の ' * 00 rH CsJ ^f-H rH t-~*

t>- <M CO
O  OO C<S
CnJ CO 寸

m o 00CD <£> 00
r-H CNJ CVI

LO CO C<J
LQ CNJ LOrH <M Cq

0 0  rH  0 0
LO 'SP COrH <M CNJ

0 0  0 >  0 0  CO o eg
rH  CSJ e g

普

s
-

肤§
1

當

6
1

N

IA

O  CO CO rH
O  O  O  r*H CO 寸
rH  r-H r—I r H  r~~i r"H

I—< C'** CO C>" 0 0  r-HO O O t-* CO
t—I t—H T—t *—{ t—i  t—I

0> ト O 00 00 <>3
CO O  CO CO CO o >CVJ r~I

O «—I <0 t>- r-t o
CO <M <NJ 1 0 ^ 0
rH  CSl <N| rH  CSl CS!

CO CSJ <>• ^  r-H C£>
rH  C O 、 CO CT>
r*<  t-H T-1 rH  r-^

O • ザ 寸  CT> O J  0 >iry ir> io co t-h co
r-H CSJ CQ r- «  CSI CNJ

CO m  t - i  i-H l o
^  C<1 CSJ 0 0  t o  CO
1—I e g  C>i r-H CNJ C 'i

6
S
S
.

2
1
3

s§

 

の13

m

寸 03 r~l lO *X> I-H1—1 rH COrH r-l t-H t-H r-H r-H

<o CO m o  o  Cv̂
の⑦  o  <x> in t>-
I-H rH  Cs| 1-1 CS3 c q

cn CO COOi 10 0̂ CO 00 o
r*"f rH  I t r - {  r-~i OQ

00 ^  O LO O ^r~i lO CO CO 00 03
r H  1—J r~H pH r*H i—f

00 CO tH 05 O 00 t-H i-i

T~« 寸 o  o  COc>5 m CM m m
rH  r~H i—I r~H t—I r —f

进

§

養

6
1

 

盤

6
1

妆
S

I

s

ト61

 

§
6
1

H
o
i

故
相
賊
べ

m
m

00 O LO r-H LO lO
rH  I—I t-H

CO t> <3̂ C\J
t-H r—<

HO o> o> 
< o  t>-

rH  r-H r—i

03 <o <y> CO 00 o>
rH  f-H r-H

O CO t-j
rH  l O  < 0
t-H rH  rH

O CO CNJC\l CO t>
I—I r-< T-l

2

s
n3

S
Z
6
I

養

6
1

S
9
6
I

 

N

^

x

t

t
 

K

r ~ i  o  C<i

t—< r'H rH

in o  cvj ^  in
T"~l rH

O  00 CO ^  f-\ <NJ ci

l
i
z

§3

^  <£> T-lCO 0> t-H
r-H r-H

t- 05 CD 
O  rH  

r - l  C<)

m
zの9S

s

⑦ 寸 CO CO o> o
t- 4 i-H Cn)

CQ 00 O t-M CO ^t-H ,r-l I

00 o> t>- in CO lo t-H

<0 CO o> CO O rH 
t-H CnJ

t> o> oCO 0> f-H
t I  I \ C'Q,

ト m 00 CO o> o
r - l  # -l CNJ

T—4lO COrH CvJ CNi

s

ト61

ま

6
1

S
9
6
I

ImllTO

m 00 CO
r-^ 0<3 e g
rH  r*H r~ i

<N» CO 00 
CvJ CN3 

r~« rH

CO in CO l> <0 00 
^  CSJ OQ

CO ⑦ COm LO ofH CsJ CO

0 >  t >  CNi 
CN3 0 >  づ
T—I rH

sめ9
1

S
S
I

<0 O 00 
r H  CO
t-H CQ

CO  \ , 1 —I 
CO  O  CO 
I-H CM C>3

8 C ^  CO  
C^3 CO  
rH  rH

m  (NJ rH*«：*< o> o
I—I ' r-A  0 5

o  <>3 m
l O  rM  Cn3
t-H C<J <>3

<N O CQ 
CsJ 0 - 0 0  t-H t—I t-H

Q O cf> t> <J)
r H  x—i  r H

COeg LO CD
f-H t-H

s

s

-
 

き
 2

,
6
1

 

s

s

1
 

z
t

 
/
、

M

 

0
 

龜
i

H

f

 

i

 

s

、御
画

i

 

m

ゆ

¥,

1
?

 

0
 

昭
i

/

p

顿 
i

m

H
i

¥

一m

m

條

線

H

霞旧
趣

盤 

f

お

A

、
，

ト

ト

i

ぜ

激

'
(
§
=
§
6
1
)

0
 

I
f
.

蝴

州

め

-
r

s
 

u

j嗽

嫩

觀

雄

叱

®

術

0
2

桃

I 縫

t

i



rwm'm* I f  リメ[ || |}1■ R1 i'r»jp.ff .! 明.?， 微 JUWia'l .■■J'lWJli! > 燃，I j.'n さダ !

I兰 ffl学会雑誌J 67卷 6 号 （19?4イI-ぶ月）

第 2 2 表経済発展にみる農工間【こおける農業卸門の位置

コメコン統El部鑑J 1972前出より作成。

94(440)

農村人 部門別労働力配分比 部rg別資本投資比率 生産性固定資産 国民 所得

ロ比率 建設工業 
部門

嚴業部門
建設工業 
部門

農業部門
建設工業 
部門

農業部門 ェ 農

プ ノレ ガ リ ア  

(1956)

%

66.4

- - % % % % ■ % % % %

1960 62.8 27.1 55. 5 48. 5 40.2 21.3 13.4 45.6 31.5

1965 53.5 33. 3 45. 3 61.5 25.6 29.2 14.5 45.0 32.5

* 1970 45.5 38.8 35.8 62.8 20. 3 36. 5 13.6 49.1 21.9

1971 45. 3 39.8 33. 9 62.4 21.2 一 一 51.0 23.0

ハ ン ガ リ 一  

1960 58. 3 34.0 38.9 54. 2 26 .1 21.9 14. 2 60.1 22.5

1965 56.6 43.0 29. 7 55.7 23. 3 25.7 14. 3 61.3 19.9
1970 54. 3 - 43.8 26. 2 51.2 28. 3 27.5 15.2 43.6 17.7

1971 — 43 .1 25. 7 50.4 28, 0 26.7 一 41.7 18.3

..ドイツ民主共和国 

1960 23. 5 48. 3 17. 3 66.7 11.0 30.1 6.2 56.4 16.4
1965 26. 7 48.8 15.1 66. 6 15.7 34 .1 7.1 59.2 13.8

1970 26. 3 49.8 13.0 65.7 15.8 37.5 8.0 60.9 11.7
1971 26. 0 49.8 12. 6 67.8 15. 5 38.3 8.1 61.4 10.7

ポ 一 ラ ン ド  

1960 51.6 3̂ 1 2 44 2 61.3 ,17. 6 20.2 16.7 47.0 16.4
1965 50. 3 33.6 — 59.3 21.1 23. 5 15.8 53.4 13.8

1970 47.3 36. 9 35.8 57.5 20.6 27. 2 15. 5 57.5 11.7

1971 47.3 37.4 35.2 60.4 19.9 27.9 15.6 58.5 10.7

ノレ一 マ ニ ア

1960 67.5 20.0 65. 6 58. 2 25.9 29.3 14.9 47.1 34.8

1965 61.3 25.5 56. 7 61.8 22.3 33.7 13.5 .48.6 28.2

1970 59.0 30. 8. 49. 3 62.1 19.5 39- 8 12.6 . 5 9 . 3 19.0

1971 58. 6 32.8 46. 6 63.3 19.4 39.4 ；1.6 57. 4 ■ 22.3

ソ 速

1960 50.1 32.3 38.7 59.8 20 .1 27.9 13. 2 52, 3 20.5
1965 46.7 34. 8 32 .1 56.7 24. 2 31.2 12. 6 51,7 22.5

1970 43.0 37 .1 26.8 56.9 24.9 33.5 12. 3 51.1 21,8

1971 42.0 37 .1 26. 3 55. 6 26. 1 33.9 12.3 52.4 20.1

チ : ! :コ ス ロ バ キ ア

1960 43 45.6 25.9 59.7 22.9 33.6 7.0 63.4 14.7

1965 39 46.3 21,1 — , — 35.5 7.6 66; 4 12.0
' - 1970 38 46.2 18. 3 . 5 9 .  9 15. 2 36.7 7.9 62.1 10.1

1971 37 , ，46.4 17. 9 — — 36.9 8 .1 62.2 10.6

社会主義経済のぽ生構造と農業

卞に変⑩する，またその变動のホで，各生産部門の世界市場における挟衛水準の落差があらかじめ 

計旧の中にくみこまれ，その落差の消去をふくむ計画立案がされてゆく， という関係が措定される 

ということである。

ひるがえって，国民所得指数を別な比較からみる。 第 23表は， 1960年 を 100としたそれ以前と 

それ以後をふくむ部門別変化と，国民 1人当り国民所得指数の構造比率を示す。 I の欄では第2 次 

大戦前後と1960 年， 1さ60年 と 19マ1年， いわばおよそ10年を前後にはさんだ比較とみることがで 

きるし，第一の 10年は社会主義経済に移行した時点と1白か年という，すでにふれた社会主義経済 

の再生産敏道確立の時との問，第二の 10年はその後の 10年 i いうことになる。国民所得維額から 

すると,工業化産指標で最も高かったプルガリアとルーマニアが大きく東ドイツとチェコが最小で 

あるが， これについてはすでに述べた。 したがってここでは， 1950年までの数値に対する1恥0年， 

社会主義経済建設過程で国民所得総額が確実に2倍以上になってきたという点と，工業，建設 ,運  

輪速信，国内流通供給調達部門の増大チンポに対して農業部門が各国はぽひとしく大きな増大がみ 

られない, という点に注目され/;Pいと思う。 プルガリア，チェコ，東ドイツのほとんど 10年前に 

第 23表 1971年度 I国民所得指数, n 国民二人当リ国民所得指数とm 構造比率

I 国民所得総額 

指数

第 1次大 
戦前の指 
標

第2 次大 
戦後社会 
主義経済 
移行時

1960
1971年
国民所得 
総額指数

内 部 門 別 (1971^) 1972 年

ェ 業 建 設 農 業 運輸通信
国内通 
供給造 総 額

プ ル ガ リ ア

ハ ン ガ リ 一

ドィッ民主共和国 

ポ ー ラ ン ド

ル ー マ ニ ア

ソ 速 邦

チェコスロバキア

① 24 
(1939年)

® 41 
(1937年）

① 30 
(1948年)

② 32 
(1949年)

@ 40 
(1948年）

100
100
100
100
100
100
100

225
182
160
194
252
210
161

302
212
176
240
386
264
173

269
190
192
203
262
192
166

103
108
105
112
123
112
102

310 
211 
155 
212 
287 

‘ 227 
122

256
231
157
181
23

206
141

② 一  

169

n in

国民1 人当りの 

1® 民所得指数
1960

1971年
国民1人 
当り■民 
所得指数

民所得の構造比率（1971年） 国民所得総額ニ100

工業比率 建設比率 農業比率 運輸通信 ©内流通 その他の 
I t産部r j

% % - % % . % %
プ ル ガ リ ア 100 207 51.0 9.0 23.0 6 .0 6.0 5.0
ハ ン ガ リ 一 100 175 41.7 13.2 18. 3 6.3 16.1 4.4
ドイツ民主共和国 100 162 61.4 8.4 10.7 5 .3 12,6 1‘ 6
ポ 一 ラ ン ド 100 174 58.5 9. 7 13.4 6. 6 8 .8 3.0
ル - - マ ニ ア 100 227 57.4 9. 6 22.3 5.5 3.3 1 .9
'メ m 邦 100 184 52.4 10. 9 2 0 .1 5 .4 6.4 4. 8
チェコスロバキア 100 153 62.2 11.7 10.6 3 .6 9.3 2. 6

(1960年ニ社会義経済ぼ生遊軌道の確立したと考えられる時期〉 ‘
コメコン記局編 r コメコン諸国統計ギニ鑑J 1972,前揭書pp. 44〜4 9 . .
① Peoples Republic of Bulgaria State Information, "St^itistical Pocket Book 1970'* p. 9.
② "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 1973", p .19.
③ "Czechoslovakia Statistical Abstract 1971**, p- 34 より

95(441)

k .



国!̂ :!を産:究の割合である。総理府統計局編•'国隙絲討:耍览J 1973, P. 6 1 ) . ^ し

②コメコン書記局編•■コメコン諸国統計ギ潜」前揭書，pp. 188,189及びpp. 332〜339ょり作成評算。
③ "Statistical Pocket Book 1970" Sofia Press, ibid.
④ "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 1973," ibid., pp .156〜166.
⑤ "Cンehoslovakia Statistical Abstract. 1971" Oi"bi8 Prague，1972, p. 76,

に対する

97(443)

_ネiL会主義経济のW生産構造と農業

第 2 4 ‘表小麦の国内生産高 , 翰入，输出額及び自給率

国

、 -
f t 料
'■ F A O 資料a) コ メ ：3 ン 統 H I年 追 資 料 ② ①または② 資 料 ®
項 . 小麦 (千トン: 小 表 （千トン） 小麦自給 小麦 lh a

社 別
X

N 、国 內 生 産 国内生産額 輸 入 額 輸 出 額 率
冗 %

当り収量
(1000kg)

会

ル ガ y ア 1965
1970
1971

2,921 
3,032 
3,100

2,921 
3,032 
3,095

149.0 
52.1 

.1 5 0 .2

9.5 
211.1 
323. 9

95.4 
105. 5 
105.9

25.5® 
24. 5③

主

ノ X ン ガ '； 1965
1970
1971

2,454 
2,722 
3,919

2,455 
2,723 
3,922

207.7 
156. 0 
400. 8

95.8 
570. 8 
82. 8

95.6
118.0
92.5

ドイツ民主共和国 1965 1,802 1,802 1 ,225. 0 一 59.5 36.7

義

1970
1971

2,132 
2, 200

2,132 
2, 490

2, 084.0 
1 ,867.0

----- 50.6
57.2

35.6 
39. 3

ポ 一 ラ ン K 1965
1970
1971

3,422 
も608 
5,000

■3, 338- 
も60S 
5, 453

1 ,378. 0 
1 ,099. 0 
1 ,910. 0

_ . 72.6 
80. 7

20.6 
23. 2 
26.2

経 ノレ 一 マ ア 1965
1970
1971

5, 937 
3, 356 
5. 000

5, 937 
3, 356 
5, 595

—

170
14

236 '

lb2. 9 
100,4 
104.2

19.9 
14.5 
22. 4

済
ソ 連 邦 1965

1970
1971

59, 686 
99,734 
92, 000

59, 686 
99.734 
98, 760

6,375 
1,847
2, 824

1,663 
も733 
7,617

92.7
103.0
105.1

8.5 
15.3 
15. 4

圏
チェ コスロノ : キア 1965

1970
1971

1,992 
3,174 
3,500

1,992 
3,174 
3,878

934. 3 
1,025. 9 
1,204.5

68.1 
75.6 
76,3

24, 2 ⑥ 
29.5®

C3.-—ゴスラ ビア 1965
1971

3,642 
5,604 (1968年でライ麦を^

Sのみ、

87
20.6 
29. 0

資

本

主

義

样

イ ギ リ ス 1965
1970
1971

も 171 
' も 236 

4. 824

も 409① 

4,928® —
48. 6 
46. 2

フ ラ ン ス 1965
1970
1971

H  760 
12,921 
15, 360

735① 
450®

も 046① 
3 ,446®

128.9 
130. 2 ‘

32,7
34.4
38.6

ドイツ連邦共和国 1965
1970
1971

も348 
5,662 
7,142

1,657① 
2, 209®

96® 
1,450①

73.6
88,2

30,8'
37.9
46.2

済

阐

ア メ y 力 1965
1970
1971

35,805 
37, 291 
H  620

19®
43®

17,595① 
17,437①

196. 5 
187.4

17.9
20.9 
22.8

力 ナ ダ 1965
1970
1971

17,674 
9,023 

1も 253
—

11,876① 
. 10,746®

304. 8 
523.7

15.4
17.9
18.3

「三田学会雑誌J 67巻 6 号 (1974^t^6j!)

変らぬこの数値は，何をふくみ何を意味しているのか（次節)。 またn の欄にみる国民 1 人当り国民 

所得総額の増大とその実ぎ所得水準，工業部門と農業部門の相対的関係と数値の大いさのもつ意味 

は何であろうか。 .

( 3 ) 東欧における農業生産力構造の構成とその段階

第24まは，欧州諸 l i における主要穀類小爱の生産高，輪A ，輪出高—— すなわち総供給高と自給 

率の年次別比絞である。 F A O の ■̂生産統計年鑑」にもとづく総理ま統計局の指標自給率は，国内 

生産高に輸入額を加え , 輸出額をさしひいたもの（総供祷高）に対する国内生産高の割合で，社会虫 

義 圏 は r コメコン統計年鑑」 1972年度数字より計算,資本主義圏は F A O '「生産統計年鑑 J 1 9 7 1 #  

の数字より計算した。後者から先にみると，イギリスのま給率46. 2% , 西ドイツの 88. 2 % に対し 

て， フランス， アメリカ， カナダは，それぞれ 1970年をみると 130‘ 2 % , 187 .4% , 523* 7 % と大

幅な輸出量をかかえた小爱供給閣である。そして大ま興味深いことには，そのうちアメリカ， カナ 

ダの面積1 h a 当り収量は,前者 22. 8 (100 k g ) ,後者が 18. 3 (100 k g )—— 197 1年 '一一•でもり, 小ま 

輸入国たとえぱ西ドイツの1971年 の 46. 2 (100 k g ) にはるかに及ぱない。

これは第一に労働渠約的で，."労働生建性を增大して .コ.ストを引下げ , > 1投下資本単位当りの利潤 

を追求，，しようとするよりは面積当り収量を増大して総収入を増大しようとする我が国の，旧来の 

小経営システム農業と明確に異なる商品生産としての資本主義的大経営メカニズムを前提としてい 

るからで，資本投下単位当り計算と，経営耕作面積当り計算のくいちがう所以セある。 カナダめ総 

供給高に対する国内生産の割合が1970年 で 523. 7 % だということは,耕地面積と人ロ  + 消費構造に 

よって規定される国内小爱消費量との相対的関係を菅景にして，耕地面積抛 大̂，労働手段としての 

土地の外延的拡大が可能でった自然的条仲をふまえて，小麦生産のコストが海外市場における競 

争力において優位性を保つという投資選択がとられた結果であろう。 したが'って，第一に国内生産 

総額をみると， カナダの総生産額はアメリ力の半分でプランスにはほ’匹敵する？ 力ナダから大量の 

小爱輸入を行うことで，世界農産物市場に危機感すら与えたソビ エ トの197 1年の小爱生産量は，力 

ナダの 7 1 年 の 6. 5 倍である。，そレてそのアメリ力の総供給高に対する国内生産高の割合は， 187‘ 4； 

%  (1971年）でしかないし， ソビエトは105,1%  (春小爱と冬小麦の関係で輸出もするが輸入もする）で 

ある。さ然のことであるが，国内における小変消費量との相関をえて小麦生産に投資されうる条 

件は， © 内小-麦消費量の水準を前提として措定されうるものであることを忘れてはならない。

館ニに，逆に数字をたどる 'と 1 h a 単位面積当り収量の大きい四ドイツ，東ドイツは，小ま輸入嵐 

|_H給率は前者で1 9 7 0年ニに 88. 2% , 後者で 1970年 に 5 0 ,ら％ ,  7 1 年 に 57. 2 % でもる。ともに 1 h a 当 

り前者で46. 2 (1 0 0 k g ) ,後者で 39*.3 (100kg) (1971年) を数える。 次いで単位商積当り収量の大き 

いプランス (1971ギに38. 6 (100kg)) は，むしろ :輸出国であって， 自給率は 19ア0 年 に 1SO.. 2% の数 

、 —— 96(442)
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字を示している。西ドイツ , フランスという資本主義経済の下でめ農業企業の下でのこの数字は， 

資本計算の下での，同一面積への迫加投資り生廣性の増大で農業部門における労働生産性の増大の 

追求が新大陸翻のような外延的拡大を求めることのできない，ある意味で最も資本効率的選択の結 

果というととができる。 ところで， この西ドイツと 'フランスの小麦総生産額を比較すれぱ，西ドイ 

ツがフランスの 2 分 の 1 なのである。 そして l h a 当りでほぽ同じ第三の国， 東ドイツの総生産は 

西ドイツの更に3 分 の 1 , フランスの 7 分 の 1 で自給率 57. 2%  0_971年）である。 この限りにおい 

ては， フランスの，海外市場ふくみの農業資本の追加投資メ力ニズムと東欧社会主義経済における 

小麦自給率保持のための農業生産性増大のメ力ニズム力' ; , とりあえず課題とされるであろう。そし 

てこの項で第一前提として確認したい点は,以上の如く  , それぞれの指標の1 つでは何も結論を導 

き出せない， という一-娘的措定の上で，更に時系列的比較を行い，その中から相対的な1 つの結論

をひき出すととにもる。
. .  • .

第 2 図は，時系列的にみた東西両圏における小麦生産の， l h a 面積当り収量の比較因である。 

l h a 当り収量はそのままでは資本効率の指標にならないことは，今明らかにした通りであるが，そ 

れぞれの国民経済における推移の比較は何程かの意味をもっている。

この表の基点の1 ゥは 1930ニ3 4年 平 均 （第 2 次大戦前の， しかも！929年恐慌による農産物価格の大暴 

落のもったあとの. しかも農業生産力一般は上向きになっていた時期の平均値）でちる。表にみられるよう 

に，イギリスとドイツ（1930〜34年段階であるから，当然東西両ドイツをふくむ）の l h a 当り小麦収獲量 

は 20 (1 0 0 k g )ライン以上で他の諸国を決定的にひきはなしている。 これは，小爱生産の場合，面 

積当り収量が生産力の単一指標にはならない， という前述した条件を考慮にいれてみても， この数 

字は農業部門への，そして更に単 i i：面積当り投資量の大きさを示すものと考えることができる。フ 

ランスとチ :C コスデバキアは共に1ラ (100 k g ) ラインより上にある力*、， I9 6 0年の第 2 墓点がソビエ 

ト，インドを除いてはぽ1 5前後からそれ以上に出掘っていることと照しあわせると， このh a当り 

収 量 の "先進性，，をみとることができよう（他の条件を入れてこなけれぱならない"事情ねは，前述した 

如くここでもアメリカ，カナダの数値の低さが問題となり，その条件はブランスにも見出だされよ，うが)。事 

庚フランスは，1960年基点で 25 (100 k g ) をこえ， 1971年に 38 .6  (100 k g ) となって， 先にその面 

積当り収量で20 をこえていたドイツの先進的値域をうけついだ .西ドイツの4 6 .2  (100 kg) , 東ドイ 

ツの39. 2 (1 0 0 k g )と並び， とびぬけて高い1 つのグループを構成している。 耕作而積を外延的に 

拡大できない故のこの® 積当りの資本染約化が , 唯」の指標と考えられないことはくり力、免し述べ 

たが， ともあれ， 1930〜3 4 年段階でフランスと並んでいたチコが 1960年の第二旌点には柬ドイ 

ツを除いて，最も高いところにあるとと， 1970ぶ：に 30 (100 kg) に近くなって自給率をあげてきズ 

いることは注目されるしプランスの l h a 当り収量の増大がフランス国内生産額と総供給量の劍を

■—— %  {444) 一~ ~

社会主義経済の再生産構造と農業 

を 1 0 0 % 以上に保っているをメ ‘ントであることは注Hiされる。 もしフランス0 内需要を一矩とすれ 

ぱ1971年 の 1 h a 当り収量の増大が反映した1 9 ?1年国内生産額の増大は輪出量の墙大を霉びき，自 

給傘を更に上げたこと（ISO. 2%以上）は明らかだからである（本文81貝以下および第11-表参照)。 ， 

他方，すガ、に前ポで述べたように， I960年は束ヨーロッパ諸 に お い て ffl民経済の社会主義'的ぽ 

生産軌道の一応確立した時点と考えられる。これを念廣においてみると，1960年以後の l h a 当り収 

量の増大は，それ以前のユンカー的資本主義的大経営と零細小経営の組合せであった旧農業生産力

第 2 因現資本主義経済圏と社会主義経済圈における小麦l h a 当リ収量の変化

1 W 当り 
100kg 

45-

4 0 -

30 -

25-

20.

15-

10

5 -

0

イギリス

Xい’’
ドイツ

チェコバン ' ' -

ハンガリ一

，' 作’

\ 力:

V

1-

ルー

Vガ

'.r

が

-ドイツ連邦共和国 
(西ドイツ）

-ドイツ民生共和国
'(東ドイツ）

\ ' 7 ランス

-チェコスロバキア 
■■ユーゴスラビア

ランド 

プ ル ガ リ ア * 
U . S . A .
ソレ—— マ 1̂1«ア

ソ速邦 

インド

(100kg) 1930〜 34印. 1950 1955 1960 ■ 1965 1970 1975
平 均 *  •:& ' .ザ.度

1950〜 72 "Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 1973’’，Berlin, p .156 より作成。

*  People’s Republic of Bulgaria Stato Information Office with the Council o f Ministers, "Statistical Pocket Book 
1970", Sofla Press.

**  "Czechoslovakia Statistical Abstract 1971", Orbis Prague 1972, p. 7 6 .より作成。

*林 D. Warriner, ibid., p. 99 ,ホ高;倫;3：C, 109貝より作成，アメリカ，フランスについてはニこ… ヴ-ハレ；;/獄ダ浓，

ソ船4'学ァヵデミヤ世界経济世界政}Mif究所。永住道雄liK nit界恐慌史J 1848〜1935ザ， ?^524まょり作成。
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構造の崩壊後，社会主義経済の下における計画的基本建設投資の一環としての霉工業体系の劍出に 

よる農業機械 • 化学肥料等の供給システムを背景とした社会生義的集団的大規■摸経営の下に実現し 

たものでることが確認される。ただし，ポーランド，ユーゴスラ.ビアでけ別表ですでに指摘した 

如く， まだ圧倒的に個人経営が占めていて |V01971年に相当の高さ© 1 h a 当り収量を出しているが, 

これらの国々も又第1 7表のように農業部門外のメ力ニズムは社会主義的計画化の下における工業 

化 . 市場の再編成がすすめられており，それらの私的経営といえども社会主義経済の柯生産構遭に 

基づく農業生産力の構成の規定を十分にうけていることを忘れてはならない。すなわち，農業部門 

において私的小経営が大幅に残存していることで，すでに述べたように，ユ丄ゴスラビアにおいて 

は， 私的農産物が支配的であることから農産物価格中心に価格メ力ニズムの変動が生じる ‘ （前述）

, 第 2 5 表東ドイツにおける農業機械化の指標

トラクタ一台数
トラクター1台 
当り耕作する農 
地

穀抑nコンバイ 

ソ ，収酸機数

穀O T コンバイ
ソ 1台当り耕作 
する農用地

社会;£ 義農-業企業における機械化 

の進化鹿，穀類の完全実施而

I960 年 70,566 ロ
ha

84 6 ,409 ロ
ha

340
(lOOOha) %

1961年 89,882 66 9,180 S33 .

1962 年 99,883 60 11,380 189

1963 年 111,226 53 12,849 166

1964 年 117, 714 50 13,833 157
1965 年 124,259 48 15,409 143 1 ,548. 8 71.4'

1966 年 132, 761 . 45 16,776 131
1967 年 138, 739 43 17,575 127
1968 ギ 14も 341B 41 17,923 126
1969 年 145,838 40 18,301 123
1970 年 148, 865 40 17,911 123.
1971年 148, 718 40 15,905 141 2, 258. 7 99.5

1972 年 146,404 40 14,454 156 2,252.6 99.2

Statistical Pocket Book of the German Democratic Republic 73, ibid. ’

第 2 6 表社会主義経済確立後の農地11m当リ化学肥料供絵量の增大

1960 印： 1965 年 1970 年 1971年

プ ル ガ リ ァ 27.8 62. 3 106.0 106.0
ノ、 ン ガ リ 一 23.5 51.4 122,0 139. 0
ドイッ民主共和国 148.0 206.0 244.0 255.0
ポ 一 ラ ン ド 36.5 56.4 m .  0 132.0
ノレ'— マ ニ ア 5.6 20. 5 47.0 48.5

ソ 速 邦 5 .1 11.6 19. 3 21.1
チェコ ス バキア 70.0 126,0 174. 0 192.0

(有効成分に 

換算，kg>

コメコン書記局編「コメコン諸®統計サこ鑑J 1972が。資本主義旧の「プラン;^では 
1949ギから64 ；̂ド-までのirjに3 fg-となゥたが，農川地1 ha当り投ド：®;ではベルギー 

256kg ,オラツダ242kg,ゆ-ドイツ187kgに対しフランス87kgにすぎないj (津 

ら卞英rブランス遗欲問題と小農J 現代世界の農第問M l% m , 山本秀夫編，4S 
H) C人体1965尔前後の数字と者えられる)。 ，

■ 1 0 0 ( 4 ^ 6 )  - ~ ~ ■

社会主義経済の1?生産構造と奥業

ことがあろうし, ポ-•ランドでも農業部門の社会化がおくれていること力;，多くの課題をポーラン， 

ド社会主義経済総体に与えかつ意識の恋ホをおくらせていくことは計りしれないであろう。 しかし, 

それにも拘らず，逆に，それすら社会主義経済の-ぼ生産構A にくみこまれた/j、経営みi i i t が， 

国民経済規模で考えるとき，確認されねぱならないのである。

そして，第 2 因にみる 1930年〜3 4 年基点に対する1960年の上昇，単位旧積当り収量の増大は，

に東欧諸国にとって農業生産力発展のための決定的障害であった，半 -封建的士地所有，前章で 

示した外国金融資本支配* 国独資支配体制の支柱の役割を果たュンカーシステムの徹底的士地改 

本の実施による仏拭によるといわねぱならない。宇高教授の指摘にすでにみたような，纽放的ュン 

カ- 経営に対する全般的落層化傾向にあった，民層分解の下で，資本蓄横.再投資不足は農業部門 

でつくりだされた純所得の収奪機構によって慢性的状況となっており， それこそがすでに 1930~  

34年段階の， プランス， アメリカ， カナダと興なる意味で面積当り収量の低さを親定していた条件 . 

であり，その消減がその族の大幅な発展を可能にした理由でもあったこと力';,第二の工業化の突現 

による機械体系,化学肥料などによる農業生産力構造の構成の質的変化をもたらした要因と表裏す 

る，社会主義経済移行そのものの結果であった， ということである（第 2 2 ,2 5 .2 6 .2 7表参照)。

ソビエト連邦における面積当り収量は全国平均であってゥクライナ*中央黒土地帯とははなはだ

第 2 7 表プルガリア Iこおける農業生産力の指摄

I 耕種別経営別面積当り収量

(1 ha 当り 100kg)
n 耕種別 1 人 当 り 生 ま 量 *

( k g ) (期問平均）

経担形態別' " ^

I960 

ひ 00 kg)

1965

(100 kg)

1967

(000 kg)

1969

(100 kg)

\ 期 間

耕 種 \

'1934 

〜 1939

1945 

〜 1948

1949 

〜 1952

1953 

〜 1956

1957 

〜196C

1966

-1969

小
麦

. 全 経 営  

.奥業協同組合

19.0
1 9 .1

25.5
25.6

30. 6 
31 .1

24. 5 
25.1

小 麦

大 麦

287
56

185
24

245
48

255
56

307
68

346
113

爱

全 経 営  

農業協同組合

10.4
10.5

11.0
11.4

12.1
12.3

11.3 
11.2

亜 麻  

ひまわり 

棉 花

タ バ コ  

.ヒ '一 ト

142 
23 

3.4  
5 .1

76
13

2 .0
4 .9

38

107 
25 

5. 5 
6.4  

71

150 
30 

9 .1 
7.3  
100

173 
34

6.8
9 .8
174

249 
57 

5. 9 
13 .1 
228

大
%

全 経 営  

M 協

20.9
21.2

23. 5 
24.7

25.4
26.6

22. 2 
23.8

ひわ
まり

' 全 経 営  

M  協

14.5  
14. 5

13.4
13.4

' 17.8 
1 1 9

18.8
19.0 会

主-
fli)
花

' 全 経 當  

M 協

.8 .1
14,5

8 .3
13.4

11.0
17.9

9.3
19.0

義

'移
タ

：j
全 従 営  

農 協

7 .0
7 .0

9.9
10.0

11.3
11.2

8. 8 
8-8

ピ
1
\

全 m 営 

農 協

245. 3 
245.3

206. 4 
205. 6

342, 2 
344.2

287. 3 
288- 2

-101 (/J/J7)
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る人々，たとえぱアメリ力の農業関速部門との資本連抑をふくんだアグリビジネスグループを一括 

してコスト計算の合理性を指摘する人々がある。 しかしこの両者を比較する時は，機械化をふくむ 

資本集約化とコスト計算と同時に，その農業経営をめぐる諸関係，資本主義経済の下における農業 

労者のおかれた劣悪な条件，低貿金と肩傭の不安定性 , 農業保護政策，特に農 i 物市場価格と生 

産者保護メカニズムの総体をふまえてなされなければならない。 また農業企業家，農寒労働者，料 

民の侧からする:！:業生ま物の価格を通じた農工r t の生産物交換における不等価交換（特に独占価格と 

非独占的，需要の弾力性に欠けた農産物の季節価格）が考慮にいれられねぱならない。

東ヨーロッパ諸国の場合 , 半封建的収奪メ力ュズムに規定された旧農業生産力#!造による農業資 

本蓄積•再投資不足を背梟にした粗放経営と資本分散，零細な技衛体系のおくれた小経営のくみあわ 

せが，農村市場の構成，局地市場圏の発展を通じて，国民経资循摄に入りこむ入りこみ方まで規定し 

ていたから，それが解体して社会主義的大規摸経営と国営流通供給組織に切りかえられても，即座に 

社会主義経済の標準モデル的システムが実現されたとは言い難い。すでに述べたように，国営農場

のゥ:Cイトは未だ®  く， また集団農場の先進的経営は別として，一般の農場の面積当り収量が旧ュ
(19)

ンカー的ぎ農経営のそれをコンスタントに超えたことを立証するデータも十分にない（中® の場合)。 

ただすでに示したように，私的経営が一般的であった時より平均的にははるかに増大していること 

は立証されるので，条件を整理した綜合的比較は可能である（第 8 *28表および第2 図) 。 ■

しかし， ここで更に問题とされうるのは，社会主義経済の下におけるそれ自体過渡的な存在で 

る小農経営での面積当り収量が，同下での集-団的農場より大である， ということを示すことから， 

巢団的協同組合的企業形態の農業部門における適応性を問うもの（阪本捕彦氏，注16〉であって，この 

論点は，かつて労働集約的な小農論と大農諸とがかわされた論争ともかかわ'る農業理論の古くて新 

しい課題にまでさかのぼることとなると同時に , I 資本主義農業に対する社会主義農業の検証ともな 

る。 '  '

第27表は , プルガリアにおける農業生産力の指標を，耕種別経営別面積当り収量と，耕種別 1 人 

当り生産量の7ぶ化に求めた。 I についていえぱ（プルガリT は他の東欧諸国と異なり第1次士地改本力’、正 

常に行われた。第 1 ま ，第 2 表)， I 9 6 0年段階は第 1 7 表の示すように,すでに 98. 8 % 朝^地が社会化 

され，そのうち国営農場6. 6 % ,協同組合 79. 9 % というi t 况の下で， 協同組合とその他を比较し 

た も で あ る （第16表参照)。 棉花を除いて，それ程差がないのもあるいは当然といえよう。 n につ 

いていえば， 1934〜39年期問ギ均との比較は，社会主義的集団農場の特質をみる1 つの指標とする 

ことができる。穀類 , ビートが特に !^立っている。

資本主義経済の下における商品生産農業企薬の生産力構造と社会主義経済の下における計画的集

団農場の生産力構造の比較は， 後者がソピエトを除いて日が浅く安定した状況をつかみにくいため

注( 1 9 )别稿， 「ホ国経济.発展の統計的饼'究J r a ,第5?^ r生摩:合作社の成立と廣業生ま力構造の変化J 参照.

— 103(449) —
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しく與なるし，1917年に社会主義経済移行，1928年〜3 5年頃までに集団化し，一* 0 社会主義として 

独自の発展をなしとげたから I960〜1971.年という時期が， 東欧にとって意味するようなウ :Cイト 

は当然もたない。東欧にとってはュンカーシステムに特色づけられる旧農業生産力構造の揚棄とし 

ての，社会主義経済移行時の土地改卑^，地主貸付地の範畴的消減と土地所有の社会化*農業経営の 

化と，社会主義的再生産軌道の確立による "エ票の農業支援"体制の下での農業生産力の構造 

的発展という， 2 っの農寒化産力発展の歴史的段階の経過が，"東欧請国の資本主義経済の成立自 

体をおくらせ , 更にその発展をおくらせてきた ' 〈後進性〉の諸要因" を揚棄させて，先進資本主義 

国 に "おいっきおいこ" しうる物質的基盤をっくり上げうることが確認されるのである。

社会主義経済の下における大規模経営でもる築0 農場にの場合には国営農場であろうと協同組合農 

場であろうと）と社会ま義経済の下における資本主義的大経営とを比較して，後者の効率性を評価す

第 2 8 表国営農場.協同組合の生産物め品目別割合

総生まにおける国営農業企業，農業生産協同組合（社会化された経営）の生産物の割合

★ 肉

総 量
ミルク

羊 毛  

m 毛）
鶴 卵

全経営乳牛1頭当 
り揮乳量に対する 
割合

同羊毛1照当り 

前毛量割合

プ ル ガ リ ァ % % % % % %
1960年 , 68.7 70.2 73.8 43. 3 ■-135.4 108.3
1970年 68.3 77.0 68.4 50.4 126. 4 121.2

ハ ン ガ リ 一

* 1960年 32.2 74.4 3 .1 116. 2 - 1 0 7 . 5
1970年 59.3 79.6 27. 5 96.8 93.0

ド ィ ッ民主共和国
'

jSr
1960すニ 38.5 38. 6 46.8 25.5 99.9 95.1

(1965) {1955)
1970すニ 75.9 76.5 76.8 39.4 108. 5 83.0

ポ 一 ラ ン ド
*

1960年 4.6 ■ 8.0 10.0 0.9 123. 3 108.0
1970年 10.3 1L 5 16.9 1.1 119. 9 139.1

ル 一 マ ニ ア

1960ギ 21.6 14.4 30,6 • 2.5 147*2 115.0
1970年 52.0 45.6 55. 9 24.2 105. 4 108.7

ソ 速 邦
,

1960ip 58.5 52.8 78.5 73.9 109,1 100.0
1970ifi 65.0 64 .1 81.0 46. 6 109,6 103.1

(1965)
,

(32. 7)

チ ェ コ ス ロ バ キア

1960キニ 64.7 62 .1 60.0 33.7 102,9 82.9

1970イ1 ニ 76.9 79.2 56 .1 44.6 101.森 ■ 85,7

-ゴメコン諸旧統計ゴr渡J 1972的前より作成，
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第 2 9 表 国 民 1 人当リ廣産物生ま董と消養置比較

東欧各国国民1 人当り生産量と消費量比較

殼 類 豆 類 食肉，ラー ド.へ '> ド ミ ル ク 鶴 卵

m 1人当り
生 産 fu：

1人当り 
消 殺 m

1 人当り
4{ 産 M

1人当り
消数量

1人当り
生 産 m

1人当り
m 数 Hi：

1人当り̂
生産量

1人当り
消費量

.プ ル ガ リ ア

1960
kg

638
i<gf 

190.1
kg

39. 0
kg

32. 7 142 126.0
個

153
個

84
1965 654 193. 3 56.6 43 .1 169 136.9 171 100
1970 815 174. 4 56.0 43. 7 192 160.5 186 122

,1971 842 178. 5 61.0 46.2 196 165.7' 200 127

ハ ン ガ リ 一

1960 713 133 81.7 47.6 166' 114 185 160
1965 754 136 91.5 51.6 155 97 236 188
1970 755 124 101.0 57.6 167 110 318 247
1971 962 124 106. 0 60. 5 157 110 319 255

ドイツ民主共和国

1960 376 101.6 59. 2 55.0 335 一 204 197
1965 404 100. 2 66,1 58.7 369 105. 2 231 211
1970 383 97. 3 74.5 66 .1 396 — 260 239
1971 460 97.2 77.7 67'8 397 一 264 244

ポ 一 ラ ン ド

1960 511 一 58.9 50 426 363 188 143

1965 525 141 63.9 56 428 367 199 162

' 1970 507 132 67. 2 61 457 409 212 184

1971 618 132 67.7 68 462 422 216 193

ル — マ ニ ア

1960 
1965 

, 1 9 7 0  
1971

548
673
536
721

■ .

30. 5 
34. 5 
42. 3 
43.8

182
176
193
194

118
128
158
179

ソ 連 '，邦 •

1960 586 164 41 40 288 240 124 118

1965 525 156 43 41 315 251 124 124

1970 769 149 . . 51 48 342 307 165 159

1971 739 M9 54 50 340 301 181 174

チ 0C コ ス ロ バ キ ア

1960 ,430 126 58. 8 — 300 ー 166 179

1965 384 130 69.0 61.7 296 180. 2 212 228

1970 509 113 76.6 71.2 347 200.3 260 260

1971 615. 113 80.3 71.9 353 200.3 277 277

メコン書記局編「コメコン諸国統計年鑑J W72i：p版前掲書より作成。

社会主義経痛のぼ生産構造と農業 .

に，Jill論的措定と現実の落差を十分統的に把握しえぬこと， またソビェトの方は，一国社会主義 

の下での閉鎖された国内市場の下で，急速な資金蓄積シスチムのたあに相対的に低、、農産物做格を 

ともなう農業政策をとってきた歴史的独的条件もあって，今日十分に行うことはできない。 また 

特に，本稿で焦点をもてたように , ソビェトのような士地の国有の下での管理，占有，利用権を与 

えられた農業企業と，東欧，中 国 の よ う に 団 的 所 有 . 集団的企業メカニズム（中国の場合はことで 

はとり扱っていないが，「社会主義経済における計画化の構造と方法」H]参照）の場合のちがい， また前者 

の下での国営農場と協同組合場，後者の同じく二者の相違を，発展の中で理論的に整理.確定す 

る作業は今後の課題である。

ここでは国営農場（小経営がまだほ倒的にのこっているポーランドでのみ協同組合農場より量的に優先す 

る）と協同組合における畜産， とくに策団的企業の下で問題にされている1 頭摊乳量，羊 1 頭剪毛 

量の比較を作成した（第28表)。 ゴジック部分によくあらわれているように , H3 — 口ッパ農業で大き 

なクェイトをもつこの部門における社会化力;,耕糖部門よりはるかにウェイトが小さいことは注目 

に値する。そして生活水準が急激に上昇してゆく過程で .需要の1 售大はますますこの部門のボトルネ 

タクがどこにf c るかを別決せずにはいない。国民 1 人当り農産物生産量と消費量を各国別につきあ 

わせて作成する（第 29ま）ことで，東欧各PSの生活水準のちがいと共に，その向上テンポのちがい 

が上述の課題をどのように示す力、， しかも開かれた市場の下でのそれは， これらの国々の農業生産 

力構造の構成の今後にどのような形で現象するか。そ こ に 今 合 経 濟 に お け る " 社 会

義農業" の試金石がある。

そして，それは農業部門での成果を十分に考慮するには期間が少ない故に， この考察から除外，し 

た 1965年 以 後 の 「経済改草 J 政策の農業部門での効果をふくめてであることはいうまでもな(本

稿は，別 稿 「社会主義経済の再生産構造と市場J と対応する）。 (経済学部教授》

104 ( « )

注(20) "Reform of the Economic Mechanisfti in Hangary Development 1968-1971", edited by Otto Gad6, D.LL. pp. 
233-256.及び Csik6s-Nagy, "Socialist EJcononiio Policy", pp. 180-187 参照。
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